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発行責任者からのレター

科学的な根拠は明らかです。気候変動は
驚くべき速さで進行しています。地球温暖化
は、産業革命以前の水準から1.5℃に抑える
必要があります。そのためには、2030年まで
に世界の温室効果ガス排出量を半減させ、
遅くとも2050年までに温室効果ガス排出
量をネットゼロにすることが求められてい
ます。この目標に貢献するため、通信事業者
や機器ベンダーは、2050年またはそれ以前
にバリューチェーン全体でネットゼロの炭
素排出量を達成することを約束する動きが
急増しています。電気通信産業は、自らの排
出量を削減し、さまざまなサービスや産業
のデジタル化を実現することで、世界の持
続可能性目標に取り組む上で重要な役割
を担っています。エリクソンの調査によると、
他の業界におけるICTソリューションの利用
は、2030年までに排出量を15%削減する可
能性があるとされています。
環境負荷を低減し、企業がネットゼロを
目指すためのアプローチのひとつが脱物質
化です。ICTソリューションには、ICTやその
他の業界において、物理的な製品をデジタ

環境負荷の低減
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ル製品やサービスに置き換えることで、材料
の使用量を削減できる可能性があります。
今回のレポートでは、企業の意思決定者
が、ICTソリューションとコネクティビティが、
ネットゼロへの道を促進するイネーブラー
であることをどのように考えているかをご
紹介します。AR（拡張現実）は、消費者と企
業の両方にとって、物理的なプロセスを仮
想的なプロセスに置き換えるユースケース
として、脱物質化のための新たな重要な機
会を提供します。
現在、228社の通信事業者が5Gサービス
を開始し、700機種以上の5Gスマートフォン
が発表・商品化されています。 今年末には、
全世界の5Gユーザーが10億人に近づくと
予想されます。また、世界のモバイルデータ
トラフィックは実質2年に2倍のペースで増
加しています。
環境負荷を低減するためには、増大する

データトラフィックを最新のスマートネット
ワークで管理し、ネットワーク性能と省エ
ネ機能の利用へのバランスの取れたアプ
ローチと組み合わせ、モバイルネットワー

クのエネルギー使用量増加の傾向を断ち
切る必要があります。本レポートで紹介し
たように、通信事業者は、エネルギー効率
の高い最新世代の無線ハードウェアやソフ
トウェアの導入、再生可能エネルギーの利
用拡大、例えば現場での予防保全手法の
導入などサイトインフラのインテリジェント
な運用に取り組んでいます。

この報告書が皆さんにとって魅力的で有
益なものであることを願っています。

Fredrik Jejdling 
上席副社長兼ネットワーク事業部総責任者
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予測
2022年末には5Gの加入契約数は10億に達し、2023年中にはさらに機能を
追加したスマート5Gデバイスが市場に登場すると予想されます。2028年の見通
しでは、5Gの契約数は50億を超え、固定無線アクセス（FWA）の接続数は3億に
達し、FWA接続数のほぼ80%を5Gが占めると予測されます。グローバルに見る
と、5Gはすべての地域で稼働していますが、通信事業者がどのように展開する
かは、多くの地域的要因によって異なります。例えば、最適な5Gサービスの提供
とユーザー体験に不可欠な5Gミッドバンドの人口カバー率は、市場によってさ
まざまなペースで展開されています。5Gの人口カバー率は世界全体で25%に
達していますが、米国のような先行市場はすでに80%に達しています。

5Gモバイルの加入契約数は、2028年に
50億件に達すると予測

50億件

スマートフォン1台あたりの平均データ消費
量は、2023年には月間19GBを超えると予測 

19GB

2028年には、世界のモバイルネットワーク
トラフィックの80%を動画が占めると予測

80%

FWAは力強い成長を続けており、2028年
には3億接続と予測

3億
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5Gモバイル加入契約数は
2028年に50億件に到達

2022年末までに5Gモバイル加入契約数は
10億件を突破すると予測しています。

経済の低迷や地政学的な不確実性にも
かかわらず、通信事業者は5Gの展開を続け
ており、228社がすでに世界中で5Gの商用
サービスを開始しました。 5Gスタンドアロ
ーン（SA）ネットワークの展開も続いており、
約35社の通信事業者が公衆ネットワークで
5G SAを展開または開始しました。1

通信事業者が消費者向けに開始した最
も一般的な5Gサービスは、拡張モバイル
ブロードバンド（eMBB）、固定無線アクセス
（FWA）、ゲーム、および一部のAR／VRベー
スのサービスです。

5Gの加入契約数の力強い伸び
5Gの加入契約数2は、第3四半期に1億

1,000万件増加し、約8億7,000万件とな
り、2022年末には10億件に達すると予測さ
れています。2022年末の5G加入契約普及率

り、2022年第3四半期中に4,100万件増加
し、約50億件に達しました。4Gの加入契約
数は2022年末に52億のピークを迎え、その
後、加入者の5Gへの移行に伴い2028年末
には約36億に減少すると予測されます。 
この四半期中に3G加入契約数は4100万
件減少、GSM／EDGEのみの契約は4,400万
件減少し、その他の技術3は約600万件減少
しました。
当四半期の純増数は、中国が最も多く

（+1,500万）、次いでナイジェリア（+500
万）、インドネシア（+400万）となりました。

は、北米と北東アジアが約35%と最も高く、
次いで湾岸協力会議諸国が20%、西欧が
11%になると予測されます。2028年には、北
米の5G普及率が91%と最も高く、次いで西
欧の88%と予測されています。

2028年末までに、全世界で50億の5G加
入契約が予測され、全モバイル契約の55%
を占めるとされています。5Gの加入契約率
は、2009年の導入後の4Gの加入契約率よ
りも速く増加しており、5Gは4Gよりも2年早
く10億加入に達すると予測されます。主な
要因としては、複数のベンダーから端末が
タイムリーに提供され、価格が4Gの場合よ
りも早く低下していること、中国が大規模か
つ早期に5Gを導入していることなどが挙げ
られます。5Gは2027年に加入契約数で最大
のモバイルアクセス技術になるでしょう。 

4 Gの加入契約数は増加を続けてお

図1: 無線方式ごとのモバイル加入契約数（単位: 10億）

1 GSA（2022年11月）
2 �3GPP Release 15に規定されたNR（New Radio）をサポートし、5G対応ネットワークに接続されているデバイスに関するものを5G加入契約とカウントしています。
3 主なものは、CDMA2000EVDO、TD-SCDMA、およびMobile WiMAXです。

5G加入契約数は2028年には50億に達
する見込み
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モバイル加入契約数で大半を占めるモバ
イルブロードバンド

2022年末のモバイル加入契約数は約84
億件と推定され、2028年末には約92億に
増加すると予測しています。同じ期間に、モ
バイルブロードバンドの加入契約数の割合
は85％から93％に増加するでしょう。一人
で複数加入する重複を除外した純粋なモ
バイル加入者数は61億から68億に増加す
ると予測されています。
スマートフォンに関連する加入契約数

は増加し続けています。2022年末には、ス
マートフォン契約数は66億と推定され、携
帯電話契約数全体の約79％を占めていま
す。2028 年には 78 億件に達すると予測さ
れ、その時点でのモバイル契約全体の約 
84％となる見込みです。
インドにおけるFWA計画の加速を反映

し、2028年まで年率19%の高い成長を見
込んで、FWA接続数の予測を引き上げまし
た。
モバイルPC、タブレット、ルーターの加入

契約数は緩やかな成長を見せ、2028年に
は約6億8,000万件に達する見込みです。固
定ブロードバンドの加入者数は、2028年ま
で毎年約4％の成長が予測されます。4

図3: 加入契約数と加入者数 （単位: 10億）

図2: ネットワーク展開後数年間の5Gと4Gの加入契約増加の比較（単位：10億）

4 �固定ブロードバンドのユーザー数は、固定ブロードバンドの接続数の3倍以上です。これは、固定ブロードバンド接続は家庭、会社、公共のアクセススポットで加入契約が
共有されているためです。携帯電話では逆で、加入契約数がユーザー数を上回っています。
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地域固有の要因が加入契約の選
定パターンに影響

北米と北東アジア地域での普及が進んでおり、2022
年末までに5Gの加入契約普及率が約35％に達する
見込みです。

サハラ以南のアフリカ
経済的な課題はあるものの、サハラ以南
のアフリカ地域は世界でも最も急速に経済
が成長している地域の一つであると考えら
れており、通信業界の成長も持続していま
す。2 COVID-19の流行が収まりつつある中、
ネットワーク投資の焦点は、社会的、経済的
な基盤を支える信頼性の高い接続性から、
特にモバイルブロードバンド接続のカバー
率と容量の増加へと移行しています。

2G接続はまだ全体の約半分を占めてい
ますが、通信事業者が加入者をレガシーネッ
トワークから4Gや5Gネットワークへ移行さ
せるため、減少すると予測されます。2028年
までは4Gが新規接続の主役となり、その時
点で全モバイル契約数の半分以上を占める
と見込まれます。
サハラ以南のアフリカでは、初期段階に
もかかわらず、 南アフリカ、ナイジェリア、ケ
ニアなど、より進んだ市場で5Gへの取り組

され、モバイル契約全体の31％を占めると
されています。
モバイル金融サービスは、モバイル接続
の増加に伴い、通信事業者が基本的な振
込、加盟店決済から送金、保険、その他の高
度なサービスへと提案の幅を広げ、成長を
続けています。さらに、COVID-19の大流行
により、多くの市場でデジタル決済への移
行が決定的になったことも、成長の原動力
となっています。

みが始まっています。5Gの契約数は、2028
年末までに全携帯電話契約数の約14％を
占めると予測されています。 

中東および北アフリカ
通信事業者による4 Gへの投資によ

り、2028年にはこの地域の加入者の60％
以上が4Gになると見込まれています。サハ
ラ以南のアフリカと同様に、通信事業者は
レガシーネットワークからの加入者の移行
を進めており、4Gと5Gの成長は今後もペー
スアップしていくと考えられます。
通信事業者が広帯域と低遅延を必要と

する様々なサービス提供を模索する中、5G
は最も強く成長するセグメントと予想され
ます。
さらに、魅力的な価格帯で幅広い5Gデバ
イスが利用可能になることで、5G契約の普
及が促進されます。2028年末までに、この
地域では約2億7,000万件の5G契約が予測

1 中東および北アフリカのすべての値にはGCC諸国も含まれます。
2 International Monetary Fund, World Economic Outlook Report, ”Countering the cost of living crisis” (October 2022).

図4: 地域別および無線方式別のモバイル加入契約数の割合（％）
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湾岸協力会議（GCC） 
今後6年間は全体的な加入者数の伸び
が横ばいと予想される中、GCC市場は5G
ネットワークの展開とサービス提供で世界
のリーダーの一角を占めています。競争の
激化と適切な規制環境が相まって、5G市
場の急速な加速に寄与しています。
現在、4 Gが加入契約数の過半である

72パーセントを占めており、5Gは20パー
セントとなっています。5Gの加入契約数
は、2028年末までの間に1,500万から7,100
万へと年平均30％のペースで順調に増加
し、その時点で全体の86％を占めると予測
されます。
消費者市場に特化した現在の5Gサービ

スに加え、さまざまな業界で大規模なデジ
タル変革プロジェクトが実施される中、通
信事業者は、B2Bの機会をますます増やし
ています。通信事業者にとっての次の成長
の開拓地として浮上しつつあります。この地
域のいくつかの通信事業者は、エネルギー
効率の高いネットワークへの投資に取り組
んでいます。

中欧および東欧 
この地域では、技術導入と加入率の伸び
が西ヨーロッパに比べて一般的に遅れてい
ます。これは、周波数割り当てのプロセスが
遅いことと、消費者がより高価な契約への
アップグレードに消極的であることが要因
です。4G は支配的な技術であり、2022年末
には全契約数の75%を占めると見られてい
ます。携帯電話加入契約数の伸びは横ばい
で、今後数年間は事実上ゼロになると予想
されます。しかしながら、2G／3Gから4Gへ
の移行は、2024年まで引き続き堅調に推移
することが見込まれています。2025年から
は、5Gが唯一の成長する加入形態になると
予想さ れます。
同期間中、3G契約は引き続き大幅に減
少し、携帯電話契約数の21％からわずか1
％にまで落ち込むと見込まれれます。

東南アジアおよびオセアニア 
2028年末までには、この地域のほとんど
の主要通信事業者が5Gの商用サービスを
開始すると予想されています。多くの通信事
業者は、4Gおよび5Gネットワーク用に周波
数を再利用するため、2Gおよび3Gサービス
を停止している、あるいは停止する計画が
あります。 5Gの契約数は予測期間終了まで
に約6億2,000万件に達すると予想され、5G
は48%の普及率で加入数トップの技術とな
ることを意味します。

5Gの技術や市場投入モデルにおける革
新は、この地域でも継続して見られます。シ
ンガポールでは、3.5GHz帯で5Gスタンドア
ローン（SA）サービスがすでに提供されてお
り、ビデオストリーミングやクラウドゲーム
サービスとのバンドルなど、加入者の5Gへ
の意欲を高めるためのさまざまなモバイル
サービスが提供されています。シンガポー
ルは、5GのSAカバー率が95%に達した世
界最初の国です。オーストラリアでも、複数
の通信事業者が5G SAネットワークを立ち

上げています。
マレーシアは、5Gの展開を加速化し続け
ています。政府が設立したDigital Nasional 
Berhad（DNB）は、通信事業者に5Gアクセ
スをリースする唯一の卸しネットワークプロ
バイダーです。DNBは、2024年末までに5G
の人口カバー率を80%にすることを目標と
しています。

中南米
現在、同地域では4Gが無線アクセス技
術として主流となっており、2022年末で、全
契約数の72%を占めます。4Gの加入契約
数の伸びは大きく、2022年中に5,600万件
以上が追加される予定です。しかし、ユー
ザーが4Gや5Gに移行するのに伴い、3Gの
加入契約数は減少しています。 多くの通信
事業者が今後2年間で3Gネットワークを廃
止し、4G展開のために電波スペクトルの再
利用を開始する予定です。
商用5Gは10カ国以上で開始されていま

す。通信事業者は、ミッドバンド（3.5GHz）お
よびローバンドでの5G展開を加速させ、5G
加入の促進を図っています。2022年末には
約1,900万件の5G加入が見込まれ、2023年
以降にはより大幅な普及が予想されます。 
2028年末には、5Gが全モバイル契約数の
50%を占めるようになるでしょう。

インド、ネパール、ブータン 
インドの通信事業者は、10月上旬、5G
の商用サービス開始を発表しました。当
初、インドでは拡張モバイルブロードバンド
（eMBB）が主なユースケースとなる予定で
す。一方、4Gは引き続き接続数増加を牽引
する主要な契約形態となっています。インド
における4G契約は2024年に約9億3,000万
件のピークを迎え、そこから減少し、2028年
には5億7,000万件になると予測されてい
ます。
通信事業者による積極的な5Gの導入

と、5Gスマートフォンの価格と供給力の向
上により、インド地域の5G契約数は2022年
末に約3,100万、2028年末に約6億9千万に
達すると見込まれます。 5G は、2028年末に
は同地域のモバイル契約数の約53%を占
めると予測されます。インドのモバイル契約
総数は、2028年に13億件に増加すると推
定されます。

北東アジア
通信事業者は、5Gへの強力な投資を継
続し、屋内を中心にカバレッジと容量を向
上させています。2022年には、5Gの加入の
力強い成長が続き、約3億2,000万件の契約
が増加しました。

5Gは唯一成長している契約形態であ
り、2023年末には同地域で10億契約に達
すると予測されます。より多くの5Gデバイス
モデルが利用可能になることに支えられた
5G加入の急成長は、通信事業者の業績に
プラスの影響を及ぼしています。中国本土、
台湾、韓国などの主要な5G市場の主要通
信事業者は、5G加入者がサービス収入と
ARPUに好影響を与えたと報告しています。

西欧
4Gは広く普及しており、2022年末には

82％と全地域の中で最も高い普及率を示
すと予測されます。5Gの加入契約数はこの
1年間で大きく伸び、2021年の3,200万件
から2022年末には6,300万件に増加しま
した。

2023年以降、5Gの加入数が大幅に増
加するため、4Gは減少すると予想されま
す。5Gの契約数は2023年末にほぼ1億
5,000万件に達し、普及率は2028年末に
88％に達すると予測されます。多くの通信
事業者は、4Gと5Gのための電波スペクト
ルの再利用を可能にするために、今後数年
間で3Gネットワークを廃止する予定です。

北米
5G は、構築とユーザー導入の第 2 波に
突入しています。現在、ミッドバンド周波数
帯の追加により、多くのユーザーにとって優
れたマルチバンド5Gの体験が可能になり
ました。2022年、5Gの導入は引き続き力強
く進展し、年末までに1億4,000万件以上の
加入が見込まれています。固定無線アクセ
スによる家庭や中小企業への高速インター
ネットアクセスは、北米の固定ブロードバン
ドの成長を促進する主要な技術となってい
ます。

5Gは、支店や支所などの拠点へのワイ
ヤレスWANや超モバイル職種に対応す
るため、企業セグメントでも拡大していま
す。2028年までに、約4億2,000万件の5G契
約が見込まれ、モバイル契約の90%以上を
占めると予測されています。
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東南アジア、オセアニアにおける
5Gの詳細

この地域の国々は、それぞれ展開段階が異なりますが、5Gは力強く
成長しており、この地域の5G契約数は2022年には3000万件近くに
達すると見込まれています。

東南アジア
東南アジア地域は、10カ国からなる経済
圏である東南アジア諸国連合（ASEAN）の
代名詞であり、最も活気のある経済圏の一
つです。COVID-19の大流行以来、デジタル
化のスピードが加速しています。インドネシ
ア、フィリピン、ベトナム、タイ、マレーシア、シ
ンガポールは、この地域におけるデジタル
化の主要な推進役となっています。4Gモバ
イルブロードバンドの普及拡大が、同地域
のデジタル化加速の主な要因となっていま
す。オセアニアを含め、通信事業者は2022
年に約9,000万件の4G契約を増加させ、こ
の力強い成長は2023年も続くと予想され
ます。
また、消費者のデジタル技術やサービス
に対する関心の高まりも、テクノロジー主
導の産業変革を後押ししており、大企業だ
けでなく、中小企業も消費者行動の変化
に対応するためにデジタル技術を導入し
ています。このようなデジタル化の加速の
主な要因は、この地域の政府が打ち出した
デジタル化の実行計画やフレームワークで
す。ASEANもまた、加盟国のデジタル化を促
進するために複数の取り組み1を行っていま
す。ASEANは、ポストCOVID-19の世界にお
いて、経済を活性化し、社会を改善するため
の五つの戦略の一つとして、インクルーシブ
デジタルトランスフォーメーションの加速を
掲げています。最近、ASEANは、第4次産業
革命（インダストリー 4.0）を通じて地域の経
済と社会をどのように変革していくかという
戦略を明確にしました。この戦略では、イン
ダストリー4.0に必要なデジタルインフラを
実現する重要な手段として、5Gの役割が強
調されています。2

オセアニア
オーストラリアでは、COVID-19が消費
者のデジタル技術へのシフトを加速させ
ました。オーストラリアの人々は、過去2年
間で、デジタルヘルス、決済、eコマースな
どを積極的に取り入れています。隣国の

ンド（eMBB）とFWAの開始により、オー
ストラリアの接続環境は過去3年間で変
化し、消費者はエンターテインメントやリ
モートワークなどの分野でのニーズをサ
ポートするために、より高速な通信速度
へのアップグレードを求めています。5G
は現在、オーストラリアの人口の80パー
セントをカバーしています。3 オーストラリ
アの通信事業者は、より高速で信頼性の
高いブロードバンド接続を求める一般家
庭と企業の両方に対応するため、5 G 
F W Aを率先して立ち上げています。ま
た、オーストラリアでは、企業向けに5 G
対応の拡張ワイヤレスソリューションも
提供開始されており、専用の高度インフ
ラに接続するS L Aベースの業務用途固
定無線接続がマネージドサービスとして
提供されています。 人口の多くがまだ5G
に移行していないとはいえ、南半球で最
初に5Gを開始した国であるオーストラリ
アは、5Gの導入において他の多くの市場
に先行しており、2022年末までに5Gモ
バイル加入者割合は30%になると推定
されています。
オーストラリアの通信事業者は、世界で最
も先進的な5Gネットワークを展開し、いくつ
かの世界初のイノベーションを達成しまし
た。これらのイノベーションは、利用可能な
周波数リソースを最大限に活用するための
新製品およびソリューション開発に重点を
置いており、事業者が5Gのカバレッジを拡
大し、容量と速度をコスト効率よく向上させ
るのに役立っています。
イノベーションの例として、以下が挙げら
れます。 
•	 キャリアアグリゲーションにより、100 

MHzの連続した八つのキャリアをスタッ
クし、最高レベルのダウンロード速度を
実現

•	 5Gのスタンドアローン（SA）拡張セルレン
ジ（5Gデータ通信の最長距離）の世界記
録となる113kmを達成
•	 複数の無線アクセス技術（4G、5G、Cat-

ニュージーランドも同様で、過去2年間に
消費者のデジタルサービス導入が加速し
ています。
オーストラリアの医療、教育、鉱業、金
融などの分野の企業は、デジタルトラン
スフォーメーションに大きな投資を行っ
ています。例えば、鉱業や金属関連の企
業は、生産性や安全性を向上させるた
め、業務の自動化に投資してきました。
また、オーストラリアの鉱山会社は、鉱
山にプライベートLTEネットワークを導
入した先駆者であり、現在、プライベート
5Gネットワークの導入に意欲的です。同
様に、COVID-19以降、オーストラリアの
金融サービス企業は、オンラインプラット
フォームやアプリへの投資を拡大させて
います。
オーストラリア政府は、5Gが経済のデジ

タル化を実現し、生産性向上を促進する重
要な手段であると考えています。周波数の
早期かつタイムリーな確保に注力したこと
が、5G ネットワークの迅速な展開の鍵とな
り、オーストラリアは 5G の展開におけるグ
ローバルリーダーと位置づけられています。

東南アジアとオセアニアにおける5G
この地域は、5Gの進化に関して多様性
を有しています。オーストラリア、インドネシ
ア、マレーシア、ニュージーランド、フィリピ
ン、シンガポール、タイの7カ国が5Gを商用
化しました。ASEANの中で唯一5Gを商用化
していない有力国であるベトナムの通信事
業者は、2019年から5Gの商用トライアルを
実施しています。オーストラリア、タイ、シン
ガポールなどの国の通信事業者は、人口カ
バー率とネットワーク性能で大きな成果を
上げていますが、フィリピンやインドネシア
の通信事業者は、5Gの普及が初期段階に
とどまっています。

5Gがオーストラリアのコネクティビティ状
況を変革

5Gエンハンスト・モバイル・ブロードバ

1 ASEAN, The Bandar Seri Begawan Roadmap.
2 AASEAN, CONSOLIDATED STRATEGY ON THE FOURTH INDUSTRIAL REVOLUTION FOR ASEAN （2021).
3 www.telstra.com.au/5g

https://asean.org/wp-content/uploads/2021/10/Bandar-Seri-Begawan-Roadmap-on-ASEAN-Digital-Transformation-Agenda_Endorsed.pdf
https://asean.org/wp-content/uploads/2021/10/6.-Consolidated-Strategy-on-the-4IR-for-ASEAN.pdf
https://asean.org/wp-content/uploads/2021/10/6.-Consolidated-Strategy-on-the-4IR-for-ASEAN.pdf
https://www.telstra.com.au/5g
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4 www.singtel.com/about-us/media-centre/news-releases/singtel-5g-network-surpasses-95--nationwide-coverage
5 AIS, Advanced Info Service PLC. 2Q22 Financial Results (8 August 2022).

M、NB-IoT）を周波数シェアリングを利用
して一つの無線機で展開する世界初の
展開

•	 700MHz帯における世界初のNB-IoT
と、5Gと4Gの周波数シェアリング 

インドネシアの5G: 展開初期段階
2021年からインドネシアの主要都市

で5Gが利用できるようになりました。イ
ンドネシアの大手通信事業者は、1,800 
MHz、2,100 MHz、2,300 MHzといった既存
の保有周波数帯を使用して商用5Gサービ
スを開始しました。しかし、ミッドバンドで
十分な周波数がないため、5Gネットワーク
の展開には時間がかかっています。 新しい
5Gの周波数帯（2.6GHz、3.5GHz、26GHz）
は、2023年以降に通信事業者が利用できる
ようになるとみこまれます。

マレーシア : 5G全国展開を加速
マレーシアは、5G展開を加速し国とし
て5Gの恩恵が得られるように、単一の卸
しネットワークを展開しています。

Digital Nasional Berhad（DNB）は、2022
年末までにマレーシアの人口の40パーセ
ント、2024年までに80パーセントを5Gでカ
バーすることを目指す特殊目的機構です。
マレーシアでは、通信事業社5社が5Gサー
ビスの提供を開始しました。 

ニュージーランドの5G: eMBBとFWAに注力
ニュージーランドは、2019年12月に地域
の中でいち早く5Gを商用開始した国の一つ
です。それ以来、ニュージーランドの三つの
通信事業者はすべて5Gを立ち上げていま

開始されていませんが、ほとんどの通信事
業者が複数の帯域で商用トライアルを実施
しています。三つの通信事業者が5Gサービ
スを全国の主要な省・都市でテストしまし
た。新しい5Gの周波数帯は、2023年と2024
年に通信事業者が利用できるようになると
考えられています。

す。また、家庭用とビジネス用の両方のユー
ザーを対象とした5G FWAを開始しました。
ニュージーランドの通信事業者は、2023年
までに90%の人口カバー率を目標としてい
ます。

フィリピンの5G:FWAへの進出
フィリピンは、2019年に地域で初めて

5G FWAを開始し、モバイル5Gは2020年に
商用化されました。大手通信事業者2社
が、3.5GHz帯で5Gを開始し、第3の大手通
信事業者が5G FWAのホームブロードバン
ドサービスを開始しました。

シンガポールの5G: 全国規模の5G SAネッ
トワーク
シンガポールは先頃、国土の95%4を5G 

SAでカバーしました。シンガポールの通信
事業者3社すべてが5G SAネットワークを立
ち上げました。政府や規制当局の積極的な
支援を受けて、企業向けの革新的なサービ
スの開発に注力しています。

タイの5G: 迅速なネットワーク展開
タイは、東南アジアで最初に5Gを開始し
た国の一つです。タイの通信事業者は、い
ち早く国内全域に5Gを展開し、現在5Gはタ
イの人口の80%以上をカバーしています。5 

　2022年第2四半期末時点で、大手通信事
業者2社の約730万人の加入者が5Gを利用
しています。この2社は、５Gのおかげで、収
益が伸び、加入者が純増しています。

ベトナム: 商用トライアルが進行中
ベトナムではまだ5Gサービスが正式に

図5: 東南アジア・オセアニア地域の技術別モバイル契約数（100万）
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シンガポールは5G SA人口カバー率が 
95％に到達 

95%

本地域の5G契約数は、2022年に3000万件
近くに達すると予測 

3千万件

https://www.singtel.com/about-us/media-centre/news-releases/singtel-5g-network-surpasses-95--nationwide-coverage
https://investor.ais.co.th/misc/presentation/2022/20220808-advanc-conference_call-2q2022.pdf
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6 Ericsson, 5G for business: a 2030 market compass (October 2019).

図6: 東南アジア、オセアニア地域のモバイルデータトラフィック（EB／月）
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オーストラリアは5Gの面からこの地域を
牽引しており、2022年の5G加入者普及率
は30％ 

30%

本地域のモバイルデータトラフィック総量
は、2028年までに5倍に成長すると予測

5x

5Gの展望
東南アジア、オセアニアにおける5Gの契
約数は、2022年末までに3,000万件近くに
達すると予測されています。通信事業者は
今後数年間、5Gネットワークのカバレッジ
展開を加速させるため、5Gモバイル契約数
は予測期間中にCAGR67％で成長すると予
測されます。 同地域では、2028年末までに
約6億2,000万件の5G加入が見込まれ、そ
の時点で4Gを抜いて加入の過半を占める
と予想されます。5Gカバレッジの拡大、新た
なサービスやユースケースの登場により、
同地域の通信事業者の収益増が期待でき
ます。

東南アジアとオセアニアのモバイル通
信事業者は、2030年までに企業向けに
5Gサービスを提供することで、約400億
米ドルの新たな収益を上げる可能性があ
ります。6 この成長の多くは、製造、エネル
ギー・公共事業、金融サービス、ヘルスケ
ア、メディア・エンターテイメントなどの業
界における5Gの導入からもたらされると
予想されます。消費者においては、5Gは
すでに利用行動に変化をもたらしていま
す。オーストラリア、タイ、シンガポールな
どの国々の5Gユーザーは、4Gユーザー
よりも頻繁に、クラウドゲーム、360度動
画、ARアプリ、仮想イベントやコンサート

などの没入型デジタルサービスを利用し
ています。

5Gの導入と新しい没入型サービスの利
用拡大が、この地域のモバイルデータ利用
を拡大する主な要因となっています。スマー
トフォン1台あたりのモバイルトラフィック
は、2028年には約54GB／月に達すると予
測され、CAGRは約30%に達します。モバイ
ルデータトラフィック総量は、2022年から
2028年にかけて5倍に成長すると予測され
ます。 
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2028年末にはブロードバンド
IoT接続（4G／5G）が主流に

LTE Cat-1端末は、様々なユースケース
で利用されるようになっています。

ルラーIoTデバイスの中で最も多く接続さ
れるテクノロジーとなりました。この分野
には主に、マッシブIoTデバイスがサポート
できるよりも高いスループット、低遅延、大
容量のデータを必要とする広域のユース
ケースが含まれます。また、下り10Mbps、
上り5MbpsのLTE Cat-1デバイスは、様々な
ユースケースで利用されるようになってい
ます。従って、ブロードバンドIoT分野の予
測を上方修正しました。2028年末には、セ
ルラーIoT接続の約60%がブロードバンド
IoTとなり、4Gが大部分を接続すると予想
されます。5G NR (New Radio) が新旧の周
波数帯で導入されているため、このセグメ
ントではスループット・データレートが大幅
に向上する見込みです。
北東アジアは、セルラーの接続数でトッ

プの地域であり、 IoT接続数は2023年に20
億を突破すると予測されています。

マッシブIoT技術であるNB-IoTとCat-M
は、多数の低複雑度、低コスト、長時間の
バッテリー駆動、低～中スループットのデ
バイスを含む広域のユースケースをサポー
トし、世界中で展開され続けています。世
界では、124の通信事業者がNB-IoTネット
ワークを、57の通信事業者がCat-Mネット
ワークを導入または商用展開しており、56
の通信事業者が両方の技術を導入してい
ます。1

これらの技術によって接続されるデバイ
スの数は2021年に大きく伸び、2022年末
には、ほぼ5億台に達すると予測されます。
マッシブIoT技術の成長は、ネットワークに
機能が追加され、周波数シェアリングによ
り、FDD帯の4Gや5GとマッシブIoTの共存
を可能にすることで強化さ れます。

2Gおよび3G経由で接続されるIoTデバ
イスは、2019年以降緩やかに減少してお
り、2028年までの年間成長率は約15％の
マイナスであり、これは両技術、特に3Gのス
イッチオフ率が今後増加し続けるためです。

2021年、ブロードバンドIoT（4G／5G）の
接続数は10億に達し、2Gや3Gを抜いて、セ

1 Source: GSA September 2022.
2 これらの数値は、広域IoTの数値にも含まれています。

図 7: IoT 接続数（単位 : 10 億）

IoT 2022 2028 CAGR

広域IoT 2.9 6.0 13%

セルラーIoT2 2.7 5.5 12%

近距離IoT 10.3 28.7 19%

合計 13.2 34.7 18%

図8: セグメント別／技術別のセルラー IoT接続（単位: 10億）
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2028年までにFWA接続数が3億
を突破

100カ国以上で調査した結果、通信事業者の4分の3以上が
固定無線アクセス（FWA）サービスを提供していることがわ
かりました。1年前は5分の1だったのに対し、現在では3分の
1近くが5Gで提供しています。

通信事業者のほぼ3分の1が 5G FWA を提
供中
通信事業者が提供するリテールパッケ
ージに関するエリクソンの最新調査1による
と、世界で調査した310社の通信事業者の
うち、238社（77%）でFWAが提供されてい
ることが明らかになりました。過去12ヶ月
の間に 5G FWAサービスを提供する通信事
業者は、57社（19%）から88社（29%）に増
加しました。

また、7月にインドで行われた5G周波数
オークションを受けて、ある大手通信事業
者が1億世帯と数百万社の企業に 5G FWA
サービスを提供する目標を表明しています。

5G FWAは2022年に新興国市場に登場
過去12カ月間に新たに開始された5G 

FWAのほぼ40%が新興国市場で実施され
たものです。メキシコ、南アフリカ、ナイジェ
リア、フィリピンといった人口の多い国々に
5G FWAが登場しています。

 
  

 
   

図9：FWAを提供する世界の通信事業者数
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速度ベースの料金プランが過去12ヶ月で
倍増
ほとんどの FWA サービス（75%）は、
ボリュームベースの料金プラン（つまり、1 
か月あたり GB のバケット） で、ベストエ
フォート型です。通信速度に応じた料金
プラン（QoS）を提供する通信事業者は約
25%です。 これは1年前と比較して2倍の
数です。
速度ベースの料金プランは、光ファ

イバーやケーブルで提供されるような
固定ブロードバンド・サービスに対し
て一般的に提供されています。この種
のプランは消費者によく理解されてお
り、通信事業者はブロードバンドの代
替手段としてF W Aを完全に収益化す
ることができます。これらの速度ベース
のサービスの約3 5 %は、平均、標準的
な速度が広告されている基本的なもの
です。約65%はより高度なサービスであ
り、100Mbps、300Mbps、500Mbpsといっ
た速度段階が含まれます。 5G FWA を提
供する通信事業者は、速度ベースのQoS 
FWAを提供する傾向が強く、88社中42社
がこの方式を採用しています（48%）。速
度ベース提供は全地域で増加しています
が、大きなばらつきがあります。 北米では
提供サービスの90%が速度ベースである
のに対し、アジア太平洋地域と中東・アフ
リカ地域では15%以下となっています。

FWAは2028年までに3億件に達すると予測
FWA接続は2022年末には1億を超えると
推定されます。この数は2028年までに3倍
に増え、3億を超えると予測されています。
固定ブロードバンド接続の17%に相当しま
す。この3億超の接続数のうち、5GのFWA接
続数は2028年までに約2億3,500万に増加
し、FWA接続数全体のほぼ80%を占めると
予測されます。
この予測は、新興市場における5G FWAの
高い期待値を含むように調整されており、接
続数だけでなく、そのシェアも増加します。イ
ンドなどの高成長国における5G FWAの大量
導入は、5G FWAエコシステム全体の規模の
経済を促進する可能性があり、その結果、低
所得市場全体にプラスの影響を与える手頃
な価格のCPEを実現することができます。

FWA のデータトラフィックはほぼ 5 倍に増
加すると予測 

FWAデータトラフィックは、2022年末ま
でに世界のモバイルネットワークデータトラ
フィックの21%を占め、2028年には5倍以
上の130EBに達すると予測されています。

2028年には、5GがFWA接続のほぼ80%を
占めるように

80%
現在、25％の通信事業者が、速度に応じて
異なる料金プランを適用

25%

図11：FWA接続（百万）

FWAの定義 
F W Aとは、モバイルネットワーク
対応の CPE （customer premises 
equipment）を介して主たるブロード
バンドアクセスを提供する接続です。
これには、屋内（机上や窓）や屋外（屋
上や壁掛け）など、CPEのさまざまな
形態が含まれます。携帯型の充電式 
Wi-Fiルーターやドングルは含まれま
せん。 

図12：世界のモバイルネットワークデータトラフィック（EB／月）
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モバイルサービスのパッケージ
ングトレンド

世界的に見ると、サービスパッケージの種類はほぼ同
じです。しかし、よく見ると、サービスのパッケージング
に微妙な違いがあることがわかります。

月、24ヶ月、あるいは36ヶ月の契約と一緒
に表示しており、通常、月々の契約よりも少
額の割引があります。場合によっては、通信
事業者が契約期間に4〜5％の年間価格調
整を加えていることもあります。
データバケットは、ほぼすべての通信
事業者がデフォルトで提供しています。 
一般的にはこれを、「サービスベースの
接続パック」で補完したり、あるいはプレ
ミアムエンドの無制限オプションで補完
しています。調査対象となった通信事業
者の約43%は、プレミアムパッケージで
データ通信の無制限サービスを提供し
ています。また、この分野では多少の揺
れ戻しがあり、前回調査以降、9社の通信
事業者が無制限サービスを完全に撤廃
しています。そのうち4社が5Gサービスを
提供しています。一方、無制限サービスを
開始した事業者は17社あり、そのほとん
ど（11社）はまだ4Gです。その結果、全体
として無制限サービスを提供する事業者
は8社増加しました。 

エリクソンは、世界各地のモバイル通信
事業者310社が提供するリテールパッケー
ジに関する調査を2022年11月に更新し、
サービスパッケージの種類は世界的にかな
り類似しているものの、提供するサービス
のパッケージ方法には微妙な変化が見ら
れることを明らかにしました。過去数ヶ月の
間に、多くの通信事業者がウェブサイトのデ
ザインに大きな変更を加えています。その多
くは、フォントや配色の変更、レイアウトの
再構築など、外観的なものですが、期間限
定の割引キャンペーンをはじめとするプロ
モーション活動も盛んです。
より大きな変化として、この不透明な時
代に通信事業者が安定性を確保するため
の、SIMのみのプランの長期契約への移行
が挙げられます。 これは、端末を含むプラン
の場合、一般的に行われていることですが、
現在、いくつかの地域の多数の通信事業者
がSIMのみのプランを推し進めています。
ほとんどの場合、ウェブサイトはこれら
のプランを、あらかじめ選択された12ヶ

主要な知見
•	 消費者の利用量増加を促進させよ
うと、5G通信事業者の24%は現在、
利用量別や無制限の加入契約とと
もにデータ速度別料金を導入して
います。
•	 サービスベースの接続パックは、調
査対象の全通信事業者の58%が提
供しています。
•	 調 査対象の通信事業者のう
ち、25%は4Gと比較して割高な料
金設定をしており、平均で約40%の
割高となっています。
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テザリングの禁止やIoTデバイスの使用
制限などの制約条件は、無制限サービスで
はまだ一般的ですが、通信事業者がこれら
を適用する割合は減少しています。従来は
90%であったのに対し、77%となっていま
す。この変化の理由の一つは、速度制限の
導入が一般的になってきたことでしょう。無
制限サービスの速度が、数Mbpsから場合
によっては10Mbps、20Mbpsと（5Gでは）非
常に低く設定されているケースが多くなっ
ています。これは、制約条件の一部を実際
のサービス内容に盛り込み、潜在的なトラ
フィックレベルをある程度抑制するためで
す。
どのようなタイプであれ、サービスベー

スの接続を提供する通信事業者の総数は 
179社となりました。ビデオストリーミング、
ゲーム、音楽ストリーミングなど、データ量
の多いサービスを提供する事業者は、120
社に減少しています。これらのパックはま
だ主に追加サービスとして販売されてお
り、ウェブサイト上の別の「タブ」に表示さ
れていることが多い状況です。また、契約内
容を選択する際のプロセスの一部として 
「顧客の選択肢」に組み込むことは、ま
だまれなケースです。
パンデミック時に登場したサービス型コ
ネクティビティパックは、しばしば「仕事・教
育パック」と呼ばれ、現在も提供されていま
す。これらのパックは通常、ビデオ会議サー
ビス、ストリーミング、オフィスソフトウェアス
イート、ウェブブラウジングの組み合わせに
使用するギガ単位の容量を割引価格で提
供しています。この種のパッケージは現在、
特に東南アジアや東欧を中心とした所得水
準がやや低い市場において、かなり一般的
なものになっています。

5Gの割増料金を徴収
5Gを提供するネットワークは増え続けて
おり、現在、調査対象の通信事業者の約55
％がスマートフォン向け5Gを開始していま
す。このうち5Gの料金を4Gサービスより割
高にしている事業者は25％で、その平均追
加料金は約40％となっています。

速度階層を利用したサービスのセグメント化
2022年4月のアップデート調査では、5G
サービス事業者の18％がスマートフォンの
速度階層を料金差別化のパラメーターと
して使用していることが明らかになりまし
た。この価格戦略は広がりを見せており、現
在、5Gサービスを提供している事業者の24
パーセントが、市場を細分化し、消費者に
高価格帯への移行を促すためにこの価格
戦略を利用しています。これらの通信事業
者の約74%は、速度段階とデータバケット
を組み合わせて使用しており、45%はハイ
ブリッド版（速度段階とバケットおよび無制
限データ階層の両方を組み合わせている）
を採用しています。4Gのみを提供する通信
事業者4社もこの方式を採用しています。
より多くの通信事業者が速度階層を追
加するにつれて、様々なバリエーションが
増加しています。速度が速いほど料金が高
くなるという最も単純な形態が、おそらく
最も一般的です。このほかにも、速度が速
くデータ通信量が制限された同価格帯の
パッケージ、速度が低くデータ通信量が多
いパッケージ、完全に通信量が制限されな
いパッケージなどを選択できる場合が多く
あります。特に、特定のパッケージで低い
速度が提供されている市場では、速度が

必ずしも明確に宣伝されているわけでは
ありません。そのような市場では、より高速
なパッケージが単に「フル5Gスピード」とし
て公表さ れています。速度階層パッケージ
が多く採用されている西ヨーロッパでは階
層が明示されており、数百Mbpsの大きな
ステップで提供されています。

コンテンツアグリゲーションとゲームが消
費者を5Gへ誘引
テレビや音楽のストリーミング、クラウド
ゲームプラットフォームなど、人気のある様
々なエンターテイメントサービスを含めて
バンドルするのが一般的です。5Gサービス
プロバイダーの約45%が様々な形でこれを
提供しています。最も一般的なのは、料金が
高くなるにつれて、バンドル価値を高くする
ことです。新しいバンドル形態として、一部
の通信事業者がアグリゲーターとして機能
する形態が現れ始めています。この場合、通
信事業者はメニューを提供し、消費者はそ
こから様々なストリーミングサービスや、時
にはイベントなどを選択することができま
す。多くの場合、このメニューはどの階層の
サービスに加入しても利用可能で、消費者
は追加するサービスの数に関してほぼ完全
に柔軟性を持っています。最も積極的な通
信事業者は、顧客の選択肢の一環としてこ
うしたオファーを追加しており、月単位での
追加、削除を可能にしている場合もありま
す。消費者にとっての主なメリットは、例え
ばクラウドゲームプロバイダーと直接契約
する場合と比較して、通常少し割引がある
ことと、すべてのサービスが一つの請求書
にまとめられるということです。

図14：コンテンツアグリゲーターとしての通信事業者の新たな役割

バンドル割引

-10%

ユーザー

コンテンツプロバイダー選択
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最適な5Gサービスを提供するの
に不可欠なミッドバンド

世界の5Gミッドバンド人口カバー率（中国以外）は10％
強、欧州のミッドバンド人口カバー率は15％にとどまって
いますが、米国などの先行市場は、すでに80％に達してい
ます。

5Gの三つの周波数帯
5Gネットワークは、図15に示すように、そ
れぞれ固有の特性と利点を持つ三つの無線
周波数帯で展開することが可能です。
•	 ローバンドでカバレッジと建物内への
浸透：5Gのローバンド（周波数分割複信
＝FDD、7GHz以下）は、最も広く導入され
ている帯域です。周波数が低いため、カバ
ーエリアが広いのが特徴です。しかし、容
量には限界があります。

•	 	ミッドバンドでカバレッジと容量：7GHz
以下の時分割多重（TDD）方式の5Gミッ
ドバンドで、ローバンドよりも高い帯域幅
と容量を提供します。 
•	 ハイバンド（またはmmWave）で大容量
エリアとサービスをターゲット：5Gのハイ
バンドまたはmmWave（24GHz以上）は、
これまでにないピークレートと低遅延を
実現しますが、カバレッジは小さくなりま
す。

5Gの展開戦略は周波数利用可能性と連動
各国の通信事業者がどのように5Gを導
入しているかは、周波数帯の利用可能性と
明確な関連性があります。三つの展開アプ
ローチが考えられます。
•	 3バンドすべて：ローバンド、ミッドバンド、
ハイバンド。例：米国、日本、オーストラリ
アなど。

•	 	ローバンドとミッドバンド：例：スイス、英
国、中国など

•	 	ミッドバンドのみ：例：韓国、サウジアラ
ビア、およびオマーンなど。

5Gスタンドアローンマルチレイヤネットワ
ークへの道のり
周波数帯の利用可能性が高まるにつれ、

より多くの通信事業者が三つの帯域すべて
を使用する方向に進化し、各デバイスが最
適な帯域で接続されるようにします。それに
より、異なる要件を持つ複数のユースケー
スに対応する柔軟な5Gサービスを実現す
ることが可能になります。

中国以外の5Gミッドバンドカバレッジは、2022
年末までに10%以上に達する見込み 

>10%

キャリアアグリゲー
ションでカバレッジ
と容量を拡大

図15：5Gの三つの周波数帯
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高まるミッドバンドの重要性
ミッドバンドは、マッシブMIMO（Massive 

Multiple Input Multiple Output）により大容
量と良好なカバレッジが実現可能で、ほと
んどの市場で利用できるため、5G体験を提
供する上でスイートスポットとなっています。
ローバンドのFDD 5Gキャリアと組み合わせ
れば、完全なカバレッジとモビリティを提供
することができます。5Gミッドバンドの人口
カバー率は、2022年末までに全世界で25%
に達すると推定されていますが、中国以外
では10%強にとどまると推定されています。

欧州のミッドバンドカバレッジは2022年末
に15％に達する見込み
ヨーロッパで最初の5Gネットワークが開
始されてから3年、EU+1における5Gの人口カ
バー率は約65％と推定され、一部の通信事
業者は人口カバー率が80％に達したと発表
しています。これは、同じFDD帯の5Gノンスタ
ンドアローン（NSA）と4Gとの周波数シェアリ
ングを利用して実現可能となります。3.5GHz 
TDDミッドバンドでのカバレッジは15%程度
にしか達していません。スイスやフランスな
ど、カバレッジの義務がある国々が普及を主
導しています。ドイツの通信事業者は周波数
シェアリングに依存する傾向が強く、オラン
ダはTDDミッドバンドのライセンス取得を待
っている状態です。

5G NSAは、モバイルブロードバンドや固定
無線アクセスなどのユースケースを提供す
るとともに、容量を大幅に増加させます。5G
スタンドアローン（SA）に進化することで、さ
らなるサービス差別化の可能性が生まれま
す。

米国のミッドバンドのカバレッジは2022年
末に約80%に達する見込み　
米国は、ローバンド、ミッドバンド、ハイバ

ンドの各周波数帯で5Gの大規模な展開を
行っている数少ない国の一つです。2019年
4月に開始された5Gサービスは、まずハイ
バンドとローバンドで利用可能となりまし
た。10社の通信事業者が配備しているロー
バンドで5Gを展開し、米国人口の95％以上
をカバーしています。ハイバンドの5Gサービ
スは、90都市で利用可能です。その後、連邦
通信委員会は、2020～2022年の間に数回
のオークションを経て、ミッドバンドを割り当
てました。現在、米国の通信事業者3社が急
速に5Gミッドバンドネットワークを全国に展
開しています。 2022年末にはミッドバンドの
人口カバー率が80％程度になると予測され
ています。

4Gの人口カバー率は2021年末に世界で
85%を超え、2028年には95%以上に達する
と予測されています。現在、世界中で815の

4Gネットワークが展開されています。LTE-
Advancedにアップグレードされた336のネッ
トワークと54のギガビット2に対応したネッ
トワークが世界中で展開されています。

5Gの展開は継続しており、世界で228の
事業者が5Gを展開しています。5Gの人口カ
バー率は、2022年末までに30%以上に達
し、2028年には約85%に増加すると予測さ
れています。

1 EU+にはEU諸国に加えてアイスランド、ノルウェー、スイス及び英国が含まれます。
2 Ericsson and GSA (Nov 2022).
3 数字は各技術のカバレッジを示します。各無線方式を利用できるかどうかは、デバイスの有無やサービス加入の可否などの要因に影響されます。

図16：テクノロジー別世界人口カバー率3

3GPP
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2028 >95%
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5Gの人口カバー率は、2028年までに85％
に達すると予測

85%

世界では、2022年末までに5Gの人口カバ
ー率が30％以上に達すると予測

>30%
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2023年、さらに多くの機能を持つ
5Gスマートデバイスが登場

SA SA／non-standalone （NSA）

H2 2022 2023 H1 2023 H2 2024

mmWave

アーキテクチャー

VoNR

DL

UL

タイムクリティカ
ル通信

キャリアアグ
リゲーション

RedCap

NR-DC（ミリ波を含む）

RedCap

サービスアウェアなスケジューリングとリンクアダプ
テーション、ロバスト性向上、モビリティの強化

256QAM DL

SA（ミリ波のみ）FWA

VoNR	 VoNR （限られた市場で利用）

2CC FDD+TDD

3CC FDD 3CC FDD+TDD 3CC TDD & 4CC FDD+TDD 5CC FDD+TDD

2CC FR1

図17：5G技術市場の準備状況

このような激動の時代にあっても、2023年には益々機能拡
張した5Gデバイスの機種数や対応チップセットが増え続ける
ことが予想されます。

れに続くというポジティブな見通しを維
持しています。

ネットワークスライシングを利用したSA
ネットワークスライシングの市場は、企
業向けから始まり、消費者向けのユース
ケースを経て、これまで発展してきまし
た。スマートフォンにおけるサービス差別
化のサポートは、Androidのエコシステム
で確立されており、他のOSも追随すると
予想されます。固定無線アクセス（FWA）
におけるスライシングでは、ネットワー
クの能力に応じたスライシングが出現
しています。ネットワークスライスの他に
も、SAを搭載したネットワークが増えつつ
あります。FDDとTDDでSAに対応したデ
バイスとともに、SAを備えたネットワーク
が展開されています。チップセットは以前
から準備されており、キャリアアグリゲー
ション機能の強化により、SAネットワーク

スマートフォン市場が弱含みの中、5Gの導
入が進行
•	 好調だった2021年の後、2022年第1～3
四半期の世界のスマートフォン出荷台数
は前年同期比で約10％減となりました。1

•	 スマートフォン市場全体がマイナス傾向
の中、5G端末の出荷台数は底堅さを見
せています。

•	 5Gスマートフォンは700機種以上投入さ
れました（2022年には200機種以上投
入）。

•	 �5GのSAサービスを展開し、FR2（高周波
数）を可能にするNR-DC（デュアルコネク
ティビティ）を導入するネットワークが増
える中、スマートフォンにおけるスタンド
アローン（SA）実現への注目が高まって
います。

•	 �拡張現実（XR）の新しいユースケースは、
スマートフォンやその他の5Gモデムデバ
イスを中心に、中期的にはメガネ型がそ

1 Canalys, Global smartphone market fell 9% as consumers trim spending (18 October 2022).

の性能のベースラインは十分に整ってい
ます。

XRの幕開け
XR関連のプレスリリースは毎週増えて
います。セルラー接続にコンパニオンデバ
イスを使用するXRデバイスは、これまで
ケーブルを使用していましたが、近いうち
にケーブルが無くなることが予想されま
す。ARのユースケースは、セルラー接続な
らではのユビキタスなカバレッジとモビリ
ティのメリットを享受することができるで
しょう。

RedCap - 規格から製品へ進化–
SA のもう一つの売りは、今度は IoT に焦
点を当てた、RedCap （reduced capability） 
チップセットとデバイスです。RedCapに最
適化された最初のシリコンは2023年に市
場に投入され、2024年にはウェアラブル
やIoTに焦点を当てたコンシューマ製品が
それに続くと予想されています。RedCapは
当初、 LTE Cat 4 の領域で競合すると予想
され、性能を犠牲にして、よりコストの最適
化、電力効率、複雑性の低減を実現する可
能性があります。

FWA - 5Gの期待の星
5G 上の FWA の商用ベースの成功は、着
実に進展しています。FWAをSAで実現し、
潜在的にはネットワークスライスで接続す
ることで、市場に魅力的な新しい材料をも
たらします。チップセットとデバイスの分野
での競争の激化は、継続的な成長に寄与す
ると予想されます。

2023年のデバイス
唯一の確実な予測は、5Gデバイスのモ

デル数が増えるということです。成長は、
マクロ経済の発展や部品の入手可能性
など、いくつかの要因に左右されるでしょ
う。2023年には、5Gデバイスは、より多くの
周波数アグリゲーション機能（4CC DL、2CC 
UL、NR-DC）に加え、電力効率の向上と低レ
イテンシー機能を備えて進化すると予想さ
れます。 

注：図は、ネットワーク機能の有無およびデバイスの対応状況を示しています。

https://www.canalys.com/newsroom/global-smartphone-market-Q3-2022
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5Gによる拡張現実

携帯電話網を利用したARサービスの実現に向け、モバイルコミュニティ
に対して多くの期待が寄せられていることに疑う余地はありません。通
信事業者にとって重要な市場になると予想されるこの初期の段階で、ど
のようなエコシステムが構築されつつあるのかを探ります。

XRは、VRとARを含む技術を包含
VRは、様々な没入型技術で構成され、い

くつかの特性を備えています。密閉型ヘッド
セットや、被写体を撮影しモデリングするた
めに内側に向けられたカメラなど、さまざ
まな要素が含まれます。VRは閉鎖型である
ため、ユーザーが快適に没入型サービスを
体験するためには、密閉されたヘッドマウン
トディスプレイを使用し、閉空間を確保する
必要があります。関連技術として、3D会議、
体感型映像などがあります。

ARは、コンシューマー向け、企業向け、
産業向けのさまざまなサービスにおいて、
屋内外を問わず適用可能です。ARは、拡張
できる現実を見渡せるオープンなディスプ
レイを必要とし、特に屋外での応用に適し
ていますが、十分なモバイルカバレッジ、容
量、性能に依存することになります。

図18: 5G上のAR

ARのエコシステム
市場の期待に応えるためには、デバイス、

アプリ、ネットワーク、エッジコンピューティ
ングなど、ARエコシステムのあらゆる部分
が、新しい機能、性能向上、効率化において
進化する必要があります。デバイスが最も
注目されていますが、適切な周波数帯を十
分に確保し、ネットワークを構築するために
必要な投資も重要です。

AR デバイス
メガネのような形をしたヘッドマウント
ディスプレイの開発は、新たなARアプリ
ケーションやサービスを実現する上で非
常に重要です。このフォームファクターの
背景には、ヘッドセット、テザリングプラッ
トフォーム（スマートフォン）、ネットワー
クエッジ、クラウド間で、重要な機能をど
のように分割し相互運用性を確保するの
かという課題が横たわっています。これに
は、物体の検出と追跡、同時位置特定と
マッピング（SLAM）、現実とデータ拡張を
組み合わせたビデオストリームのレンダリ
ングが含まれます。
マス市場に導入するためのスマート
グラスを作るために必要な技術は、こ
こ数年でかなり進歩しました。実用的
ソリューションだけでなく、いくつかの
プロトタイプも出現しています。しか
し、2 0 2 2年の時点では、A Rヘッドセッ
トはまだマス市場での成功を収めてい
ません。実用的で魅力的な消費者向け
製品を実現するためには、デバイスの
要素技術が十分に成熟していなければ
なりません。また、ウェアラブルデバイス
やメガネ、接続デバイス、そして最終的
にはクラウドベースのコンピューティン
グリソースからなるエコシステム上で有
用なアプリケーションを開発、統合する
必要があります。さらに、大きい消費電
力と小さいバッテリー容量が現在の課
題となっています。

主要な知見
•	 ARはXR分類の中の主要な分野で
あり、5Gモバイルネットワークのデ
ィメンジョン設計に大きな要求を課
すことになります。

•	 A Rのエコシステムの発展に伴
い、ARの利用から生じるトラフィッ
クは、現在のモバイルトラフィックの
予測を大幅に上回る可能性があり
ます。

•	 ARが大量に市場に導入された場
合、通信事業者はトラフィック増に
対応するために、無線アクセスネッ
トワーク（RAN）、タイムクリティカ
ルな機能、サービスを可能にするプ
ラットフォームへの投資など、段階
的なアプローチを取る必要があり
ます。

ネットワーク、
エッジ、クラウド

デバイス
センサー、カメラ、モデム、
プロセッサー、ディスプレイ

アプリ
コンシューマー、エンタープ
ライズ、産業ユースケース
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企業や産業界の業務改善に利用されるで
しょう。
ネットワーク・アーキテクチャーについて
は、新たなアプリケーションを提供するため
の要件に対応するために、水面下でかなり
の作業が行われています。各アプリケーショ
ンは、デバイスを接続するネットワーク上で
エンドツーエンドのサービスを提供するた
めに、QoS（Quality of Service）要求を出しま
す。これらの要求には、上りリンクと下りリ
ンクのスループット、往復遅延、信頼性など
が含まれます。ネットワークは、トラフィック
をベストエフォート型から性能保証型まで
のカテゴリーに分類するQoSフローを設定
することで、要求に対応します。
タイムクリティカルな処理が必要な
サービスからのトラフィックは、e M B B 
のトラフィックと分離され、別の  QoS フ
ローが割り当てられます。最終的には、
アプリケーション開発者は、デバイスの
エコシステムプレーヤーがオペレーテ
ィング・システムを通じて提供するタグ、
または通信事業者が提供するタグを使
用することになります。その後、トラフィッ
クカテゴリは3GPP QoSフローにマッピン
グされ、ネットワーク間での相互運用が可
能になります。
通信事業者は、プレミアムユーザーの

トラフィックを低遅延機能を持つパケッ
ト処理にマッピングし、一般ユーザーの
トラフィックをデフォルトのパケット処理
にマッピングすることで、契約プランに差

技術は、快適なスタンドアローン機器を
実現するにはまだ十分に成熟していませ
ん。マス市場での普及の鍵となる要因は、
デバイスのフォームファクターと接続性で
す。モビリティ要件はセルラー接続を必要
としますが、これはフォームファクターと電
力によって制限されるため、スマートフォ
ンなどのペア接続デバイスが必要となり
ます。スマートフォンは当面、個人用デバイ
スの接続ハブであり続けるでしょう。

ARグラスの次の波は、より魅力的なも
のになると思われますが、引き続き接続
デバイスに依存することになります。チッ
プ密度の向上と低消費電力化は、メガネ
のサイズと重量、および放熱を考慮する
上で不可欠となります。5G ネットワーク
のカバレッジとレイテンシーが改善する
ことで、より多くのコンピューティングオ
フロードが可能になります。AR デバイス
は消費電力とバッテリー容量がさらに削
減され、フォームファクターの改善が可
能になります。一方、テザリングのための
スマートフォンへの処理のオフロードは
継続されるでしょう。

アプリケーションの取扱い
中期的に広く普及する可能性が高い消
費者アプリとしては、ゲーム、エンターテ
インメント、小売などが挙げられます。ま
た、AR技術は、プライベートネットワーク、
仮想化作業、産業オートメーション、設計、
メンテナンス、公共安全など、多くの分野で

をつけることができるようになるのです。

5G ネットワークトラフィック
本レポートの予測では、予測期間後半に 

XR タイプのサービスが普及することを前提
にトラフィックの成長を予測しています。今
回の予測（22ページ参照）では、予測期間
中に中程度の普及が見込まれています。こ
れまでのところ、総トラフィックへの影響は
限定的であり、最も大きな影響は上りリン
クのトラフィック比率に出ています。本予測
を理解するためには、以下の要因を認識す
ることが重要です。
•	 	この予測は、世界中の稼働中のネット
ワークにおける測定値を基盤としてい
ます。これらの測定値には、音声、メッ
セージング、ストリーミングメディア、ブ
ラウジング、ソーシャルメディア、電子
商取引などのトラフィックタイプの指標
が含まれています（ただし、これらに限
定されるものではありません）。 

•	� グローバルトラフィック予測は、1カ月
間の全地域、全ユーザーのモバイルト
ラフィック合計（EB）および端末1台あ
たりの平均モバイルデータトラフィック
（GB）を示しています。国、都市、地域、
都市部、郊外、ルーラルエリアにおける
実際のトラフィックは、世界平均から非
常に大きなばらつきがあります。
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ARエコシステムの発展に伴い、ARの利
用によって発生するトラフィックは、現在の
予測に大きな影響を与える可能性があり
ます。モバイルブロードバンドや固定無線の
トラフィックに加え、モバイルネットワーク
上で発生するトラフィック量は、アプリケー
ションの普及率や利用率だけでなく、「AR
デバイス」の項で述べた重要な機能がどこ
で行われるのかにも依存することになりま
す。次の波では、合成映像のレンダリングを
含むコンピュート機能が、テザリングされた
スマートフォンかARヘッドセットのどちらか
で行われることが予想されます。
拡張オブジェクトが大きくなり、レンダリ

ングの負荷が高くなると、ネットワークエッ
ジやクラウドのコンピューティングリソース
に作業をオフロードする必要性がますます
高まるでしょう。

このため、特に上りリンクのスループット
とレイテンシーに対するネットワークへの
要求が高まると予想されます。このようなリ
ソースに対する要求を満たすことができる
かどうかは、使用する周波数帯やネットワー
クのディメンジョニングに依存します。
より要求の厳しいユースケースが普及し
始め、ネットワークエッジやクラウドへの計
算処理のオフロードが増加するにつれ、通
信事業者はタイムクリティカルな通信に対
応する機能やソリューションを導入すること
で対応する必要があります。
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5Gがすべてのモバイルデータ
増加を牽引

2028年には、4Gのトラフィックが減少する
ため、モバイルデータトラフィックの成長は
すべて5Gによるものになります。

世界のモバイルデータトラフィック総
量（固定無線アクセス（F WA）から発生
するトラフィックを除く）は、2022年末に
は約90EB／月に達し、2028年には約4
倍の325EB／月に達すると予測されま
す。FWAを含めると、モバイルネットワー
クの総トラフィックは2022年末までに約
115 EB／月、2028年末までに453 EB／
月に達します。2028年までのトラフィック
増加予測には、AR、VR、MR（複合現実）を
含むXR型サービスの初期導入が予測期
間の後半に起こるという前提が含まれて
います。しかし、予想以上に導入が進んだ
場合、データトラフィックは予測期間の終
盤に、特に上りリンクにおいて、現在の予
測よりも大幅に増加する可能性があります
（詳細は19ページを参照）。

域市場の状況と国によって大きく異なりま
す。世界的に見れば、スマートフォンあたり
のモバイルデータトラフィックの成長には三
つの主要な要因があります。すなわちデバ
イス能力の改善、データ量の多いコンテン
ツの増加、および展開されたネットワークの
性能向上に起因するデータ消費量の増加
です。 
例えば、スマートフォン1台あたりの月間
平均モバイルデータ利用量が4.6GBと推定
されるサハラ以南のアフリカ地域と、2022
年末までにスマートフォン1台あたり25GB
となる湾岸協力会議（GCC）諸国との差は、
このような違いを反映していると考えられ
ます。世界のスマートフォン1台あたりの月
間平均使用量は、2023年には19GBとな
り、2028年末には46GBに達すると予測さ
れています。

北米でのデータ増加を促進すると期待され
る新しいサービス
北米では、スマートフォン1台あたりの月
間平均モバイルデータ使用量が、2028年
には55GBに達すると予測されています。
無制限のデータプランと改善された5Gネ
ットワークのカバレッジと容量が、ますます
新規の5G加入者を惹きつけています。ゲー
ム、XR、動画ベースのアプリの普及が見込
まれるのに伴い、1分あたりの利用で発生す
るデータトラフィックは大幅に増加します。
これらの体験では、ユーザーを満足させる
ために、より高いビデオ解像度、上りリンク
トラフィックの増加、クラウドコンピューティ
ングリソースにオフロードされるデバイスか
らのデータ量増加が必要となります。2028
年、北米における5Gの契約普及率は全地
域の中で最も高く、90%を超えると予測して
います。

現在、動画トラフィックはモバイルデータ
トラフィック全体の約70%を占めていると
推定されますが、この割合は2028年には
80%に増加すると予測されます。

5Gを早期に導入した人口密度の高い市
場が、予測期間中にトラフィック増加の面で
リードすると見込まれます。 モバイルデータ
トラフィックにおける5Gのシェアは、2021
年末の10%から増加し、2022年末には約
17%になると予測されます。このシェア
は、2028年には69%に拡大すると予測され
ています。 それまでにモバイルデータトラフ
ィックの成長はすべて5Gからもたらされる
ことになります。

地域により異なるトラフィック成長 
トラフィックの成長は年によって、また地

図19：世界のモバイルネットワークデータトラフィック（EB／月）
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西欧のサービス利用とトラフィックの増
加は、北米で予想されるものと同様のパ
ターンを辿るでしょう。市場の状況がより
細分化されているため、5Gの大量導入は
遅れていますが、2028年には、スマートフ
ォン1台あたりのトラフィック使用量が月
間52GBに達し、その時点の北米での使用
量に近くなると予測されています。
世界のモバイルデータトラフィック全体
に占める北東アジア地域の割合は、2028
年には約30%になると予測されます。同地
域では現在、5G加入者は4G加入者の2～3
倍のデータを平均的に使用しています。よ
り多くの4G加入者が5Gに移行するにつれ
て、スマートフォン1台あたりの平均モバイ
ルデータトラフィックは増加し、2028年に
は月55GBに達するでしょう。トラフィックの
種類は動画が圧倒的に多く、例えば、韓国
では、動画のトラフィックシェアが2019年
の55％から2022年には60％となり、トラ
フィック量は2.75倍に増加しました。通信
事業者は、新しい動画サービス、例えば高
精細動画や、XRサービスなど、新たな映像
サービスの導入により、さらなるトラフィッ
クの増加を見込んでいます。

中東・北アフリカ地域では、2028年まで
の期間に加入者の4Gへの移行が進み、ま
た5Gのカバー率が拡大して、スマートフォン
1台あたりの平均データ通信量が年間24％
増加すると予測されます

GCC諸国では、加入者数やスマートフォン
接続数の伸びは緩やかであるものの、ス
マートフォン1台あたりの月間データトラ
フィックは2022年から2028年の間にほ
ぼ倍増し、約53GBになると予測されて
います。通信事業者がさまざまな収益化
の道を探る中で、産業界からの成長が見
込まれ、5Gの新たなユースケースもトラ

フィックを増加させるでしょう。
サハラ以南のアフリカにおけるデータト

ラフィックの成長は、接続数の増加、モバ
イルブロードバンド対応ネットワークによ
るカバー範囲の拡大、端末の低価格化、魅
力的なサービス提供の組み合わせによっ
て牽引されると思われます。アフリカ大陸
の多くの地域では、通信事業者が従来の
2G／3Gネットワークから4Gネットワーク
への顧客の移行を進めており、その結果、
スマートフォン1台あたりの月間平均デー
タ通信量は2028年までに18GBに達する
と予想されます。5Gは加入数全体に占め
る割合は小さいものの、2028年には1億
5000万加入に達し、サハラ以南のアフリカ
におけるデータトラフィックの増加につな
がると予想されます。

インド、ネパール、ブータンでは社会的、
経済的なインクルージョンを牽引する上で
モバイルネットワークは重要な役割を果た
し続けるでしょう。5Gは、インドのデジタル
インクルージョンの目標を達成する上で、特
に農村部やルーラルエリアの家庭にブロー
ドバンドを届けるという点で重要な役割を
果たすでしょう。実際、モバイルブロードバン
ドの強化は、人々が公共サービスにアクセ
スできるようにすることで、政府の「Digital 
India」ビジョンの基盤として機能していま
す。
インド地域のスマートフォン1台あたりの
平均データ通信量は、GCCと並んで世界最
大です。2022年に25GB／月だったデータ
通信量は、2028年には54GB／月になる
と予測されており、CAGRは14%です。イン
ド地域のモバイルデータトラフィック総量
はCAGRは19%で、2022年の月間18EBか
ら、2028年には月間54GBに増加すると予
測されています。これは、スマートフォンの

ユーザー数の高い伸びと、スマートフォン1
台あたりの平均利用率の上昇によります。
インドにおけるスマートフォン契約数がモ
バイル契約数に占める割合は、2022年の
77％から2028年には94％に拡大すると予
測されています。
スマートフォン1台あたりのモバイルデー
タトラフィックは、東南アジア・オセアニアで
高い成長を続け、2028年には1カ月あたり
約54GBに達すると予測され、CAGRは28%
で、世界一高い成長率を示す地域となりま
す。

中南米は、予測期間中、東南アジアやオ
セアニアと同様の傾向をたどると予想さ
れますが、スマートフォン1台あたりのデー
タトラフィックの成長率は国ごとに大きく
異なっています。トラフィック増加の原動力
は、カバレッジの整備と4Gの継続的な普及
です。4G（最終的には5G）の普及が進み、
スマートフォンの契約数が増加し、1台あた
りの平均データ使用量が増加することがト
ラフィック増加の要因となります。スマート
フォン1台あたりの平均データトラフィック
は、2028年には41GB／月に達する見込み
です。

中欧および東欧では、2024 年までに2G 
や 3G の加入者が 4G に移行することで成
長が促進され、それ以降5G が前世代を抜
いて最も加入契約に貢献する技術になる
と予想されます。予測期間を通して、スマー
トフォン1台あたりの月間平均データトラフ
ィックは13GBから約35GBに増加すると予
測しています。
なお、地域平均よりも月間消費量が大幅
に多い国や通信事業者があるため、すべて
の地域内で月間データ消費量に大きなば
らつきがあることを念頭に置く必要があり
ます。

1 �中東および北アフリカのすべての値にはGCC諸国も含まれます。

中東および北アフ
リカ1 11 38 24%

25 54 14%
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図20：スマートフォン1台あたりのモバイルデータトラフィック（GB／月）
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Q3

過去2年間でモバイルネット
ワークトラフィックが倍増

2022年第2四半期から2022年第3四半
期の間の四半期毎のモバイルネットワーク
データトラフィックの増加は約7%でした。
全世界の月間モバイルネットワークデータ
トラフィックの合計は約1018EBに達しまし
た。絶対数では、2020年第3四半期に月間
55EBだったモバイルネットワークのトラフィ

ックが、わずか2年でほぼ倍増したことにな
ります。
長期的に見ると、トラフィックの増加1は、

スマートフォンの加入契約数の増加と加入
契約あたりの平均データ量の増加の両方
からもたらされており、主に動画コンテン
ツの視聴の増加によって促進されていま

す。トラフィックの種類に関するより詳細な
分析は、25ページに記載されています。図
21は、2015年第3四半期から2022年第3四
半期までの世界の月間ネットワークデータ
トラフィックの純増と合計およびモバイル
ネットワークデータトラフィックの対前年比
の伸びを示したものです。

モバイルネットワークデータトラフィック
は、2021年第3四半期から2022年第3四半期で
38%増加しました。

1 トラフィックにはDVB-H、Wi-Fi、モバイルWiMAXは含まれていません。

出典: エリクソンによるトラフィック測定（2022年第3四半期） 
注：モバイルネットワークデータトラフィックには、FWAサービスで生成されたトラフィックも含まれます。

図21 全世界のモバイルネットワークデータトラフィックと前年比増加率（EB／月）
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動画コンテンツのルール

2022年、世界のモバイルネットワークトラフィックの約70%が動画に
なっています。ネットワークのサンプル４測定では、人気の高いソーシ
ャルメディアプラットフォームからのビデオストリーミングが、大部分
を占めることが示されています。

ユーザーは、動画のストリーミングや共
有に多くの時間を費やすようになっていま
す。世界的に最も大きく、かつ最も急速に
成長しているモバイルデータトラフィックセ
グメントは、ソーシャルメディアやビデオオ
ンデマンドサービスにおける動画で、2022
年には約 7 0 %のシェアとなっていま
す。2028年末まで毎年約30%増加し、2028
年末には、世界のモバイルデータトラフィッ
クの80パーセントを占めると予測されてい
ます。ソーシャルネットワーキング1は、2番
目に大きなトラフィックタイプで2022年に
は約9％になります。 

XRデバイスとアプリケーションの普及
は、さまざまなタイプのモバイルトラフィッ
クの相対的な量を大きく変える可能性があ
ります。

ソーシャルメディア動画が主流に
動画トラフィックの成長は、主に少数の
グローバルストリーミングプロバイダーか
らのサービス利用によってもたらされてい
ます。4Gの初期にはYouTubeの割合が大き
く、多くのモバイルネットワークで動画トラ

商用4Gおよび5Gネットワークでの測定に
基づく、主要通信事業者ごとの動画トラフ
ィックのシェアを示しています。この図か
ら、上位四つのソーシャルメディアプラット
フォームからのビデオストリーミングが、こ
れらのネットワークにおけるビデオ・トラ
フィックの40～95%を占めていることが
わかります。世界のストリーミングビデオ
オンデマンドトラフィックは、10～30パー
セントの範囲に収まっています。

フィック総量の40～60パーセントを占めて
いました。英国、米国、日本のスマートフォン
ユーザーの間で最も人気のある動画サー
ビスでした。当時、定額制の動画配信サー
ビスは、ネットワーク速度の向上や端末の
改善により、スマートフォンユーザーの間で
ますます人気が高まってきていました。現在
では、世界中のソーシャルメディアユーザー
が頻繁に動画を共有し、メッセージを送り、
リンクを貼っています。
図23は、ヨーロッパ、アジア、アメリカの

1 SNS、ウェブブラウジングカテゴリーに含まれる埋め込み動画からのトラフィックは、アプリケーションカテゴリーの「動画」に含まれます。
2 「その他」には、分類されていないトラフィック、分類されたセグメントに比べてシェアが小さくて重要でないサービスからのトラフィックが含まれます。
3 「その他」には、特定のサービスとして識別できない動画トラフィックや、相対的にシェアが小さくて重要でない動画トラフィックが含まれます。

図 22: アプリケーションカテゴリ別の月間モバイルデータトラフィック

図 23：ネットワーク上の総映像トラフィックに占めるストリーミングビデオサービスプロバイダーのシェア
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特集記事
多くの通信事業者は今、高度なネットワーク技術を使って、社会に利
益をもたらす持続可能で責任ある方法で、より多くのデータを伝送でき
るネットワークを構築する方法を求めています。特集記事では、技術や
通信事業者の直接的な取り組みによって、通信業界がどのようにCO2排
出量を削減し、グローバルな持続可能性目標達成に貢献し、省エネ技
術とシステムを実現し、相互接続された高度な公共安全エコシステム
の構築に寄与できるかを探っていきます。

ファーストレスポンダーは従来、音声に依存して
きましたが、モバイルソリューションは高度な機
能を解き放ちます。Erillisverkot Group とパート
ナー企業が協力し、フィンランドの安全強化を
支援する次世代の公共安全ネットワーク、 Virve 
2 を構築した手法をご紹介します。

ネットゼロの達成は、気候変動を食い止
めるために不可欠です。デジタル化による
非物質化は、この目標を達成するカギを
握っており、企業の意思決定者は、持続可
能性のみならず収益性と生産性にもメリ
ットがあることをすでに認識しています。

通信業界はネットゼロ達成に重要な役割を果
たします。今回の記事では、e&がネットワーク
を最新化することでエネルギー曲線の上昇抑
制に貢献し、また初期のサイト展開で大幅なエ
ネルギー節約を実証した手法を説明します。
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ネットワークの最新化 – ネット
ゼロを目指して

Etisalat Group として知られていたe&は、革新的なモバイルネット
ワークとICTソリューションが、自社と他の産業部門のバリューチ
ェーン全体で炭素排出を直接的・間接的に削減する上で不可欠で
あると考えています。

発を実現し、より持続可能な経済と市場に
おけるデジタルイノベーションの加速に取
り組んでいます。

環境管理 – 2030 年までにネットゼロ運用
のコミットメント

e&は幾つかあるスコープ2の中で、2030 
年までにスコープ 1と 2の 排出量について、
エネルギー効率の改善と再生可能エネル
ギーの調達などの取り組みを通じて、UAE 
における自グループの事業でネットゼロを
達成することを公約しています。

e&グループCEOのハテム・ドウィダル
（Hatem Dowidar） 氏は次のように述べて
います。「e&はネットゼロ達成のため、エ
ネルギー効率の高い最新世代の無線機器
（ハードウェアとソフトウェアの両方）の
導入によるモバイルネットワークの最新化、
再生可能エネルギー源の使用増加、目標
達成に不可欠なカーボンオフセットの取り
組みにフォーカスしています」

e&は、一連の改善プログラムと KPI に盛
り込まれた持続可能性の枠組みを、中東、
アフリカ、アジアにおけるグループ事業者
の事業戦略と経営の指針としています。こ
の枠組みには、UAEの気候変動対策目標
とUN SDGs（United Nations’ Sustainable 
Development Goals）に貢献するためのさま
ざまな取り組みが含まれています。

e&の持続可能性の枠組みである五つの
柱の一つは環境管理です。これはより持続
可能な製品を開発し、エネルギー、水、廃棄
物管理を通じて環境効率を改善する事業
を強化することを目的としています。
エネルギー効率向上の目標を達成する
には、エネルギー効率の高い機器によるモ
バイルネットワークの最新化と、再生可能
エネルギー源の利用を増やすことが不可欠
です。

e&の取り組み：
•	最新世代のエネルギー効率の高い無線

機器（ハードウェア、ソフトウェア） の導入
•	オフグリッドのセルサイトでは再生可能
エネルギー源を優先し、ディーゼル発電
機の使用を最小限に抑制

•	� ディーゼルがすでに使われているオフグ
リッドサイトでハイブリッド技術を最大限
に活用

•	強制冷却不要なサイトの数を最大化し、
エネルギー消費を削減

•	� 古い整流器を新しい高効率整流器に交
換

•	トラフィックの少ない時間帯にスリープ
モードを利用

2050年までにバリューチェーン全体で
CO2排出量のネットゼロ達成を確約する通
信事業者と機器ベンダーの数は急速に増
えています。
アラブ首長国連邦(UAE)は2021年10
月、2016年のパリ協定に従って2050年まで
に国内のGHG（Greenhouse Gas）排出量ネ
ットゼロ達成を目指す「Net Zero by 2050」
イニシアティブを宣言しました1。通信業界
はこの取り組みの一環として、持続可能な
インフラの構築に寄与し、GHG排出量の削
減に貢献する消費者、企業、産業向けの新
しいスマートサービスを実現することで、重
要な役割を果たしています。

e&は、エンドツーエンドでのデジタルバー
ティカルの仕組みを提供することで、教育、
医療、輸送などの分野でよりスマートな開

1 �ITU規格では、残りの排出量のバランスをとるために、炭素除去技術によって適用される同様または永久的な除去を伴う削減可能なすべての排出量が削減される将来の
状態として「ネット ゼロ」を定義しています。

2 �スコープ 1 は、組織によって管理または所有されている発生源から発生する GHG 排出量を指す。スコープ 2 排出量は、電気、蒸気、熱、または冷却の調達に関連する間接
的な GHG 排出量です。

主要な知見
•	 通信分野は、自分たちの業界のみ
ならず、他の産業全体の炭素排出
量を削減する可能性を秘めており、
グローバルな持続可能性の目標に
取り組む上で重要な役割を果たし
ています。
•	 モバイルネットワークにおいてエネ
ルギー使用量の増加傾向を打破す
るには、ネットワークの性能と省エ
ネ機能の利用をバランスの取れた
アプローチとスマートな最新化に
よって増大するデータトラフィック
のニーズを管理する必要がありま
す。

•	 Etisalat by e&は、初期のサイト展開
でエネルギー使用量を最大 52% 、
すなわち1サイトあたり年間 7.6トン
のCO2排出量を削減できることを
すでに証明しています。

以前 Etisalat Group として知られてい
たe&は、世界有数のテクノロジーおよ
び投資コングロマリットです。

アラブ首長国連邦初の通信会社とし
て40年以上前にアブダビで設立され
たe&グループは現在、中東、アジア、ア
フリカの16か国で事業を展開してい
ます。

e &は、そのビジネスの柱である 
Etisalat by e&、e&international、 e& 
life、e& enterprise、e&capitalを通じて、
革新的なデジタルソリューション、スマ
ートコネクティビティ、次世代テクノロ
ジーを提供しています。
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エネルギー効率の高いモバイルネットワーク 
湾岸諸国地域のモバイルデータトラフィッ

クは現在、主に接続者の増加とメディア消
費などのデータ集約型サービスの急成長に
より、年間平均約20%で増加しています3。デ
ジタル社会の発展に伴う新しいサービスの
拡大は、今後数年間でデータ消費の成長を
さらに促進するでしょう。e&は、5Gがデジタ
ル経済を構築するための礎石であると考え
ています。デジタル経済では、消費者、企業、
産業向けの新しい革新的なサービスが時間
と材料の利用を最適化することで、社会の
持続可能な発展の触媒となる可能性があり
ます。これに関連して、予想される成長を管
理し、エネルギー消費の増加を最小限に抑
えるために、ネットワークの最新化が必要で
す。

2G から5Gに至るまで、新世代のモバイル
技術が登場するごとに、ネットワークを介し
て1ビットのデータ伝送に要するエネルギー
は減っています。たとえば2G/3Gを4Gに置
き換えると、同じ周波数帯で容量が大幅に
増加します。また4G 規格のより効率的な省
エネ機能を使うこともできます。5G技術は、
低～中程度のトラフィック期間中の省エネ
機能のサポートが大幅に改善されるなど、
大容量と低エネルギー消費を実現するよう
設計されています。

モバイルネットワークの環境フットプリン
トを最小化

 Etisalat by e&は、エネルギー消費の削
減に重点を置いた環境管理ポリシーを採
用しています。自社のモバイル ネットワーク
の環境フットプリントを最小限に抑えること
はこのポリシーの一部であり、最先端の最
新ネットワークの導入を通じて、高いエネル
ギー効率を実現しています。Etisalat by e& 
は、最新世代の無線基地局と新しいソフト
ウェア機能により、環境フットプリントを最
小限に抑えながらネットワーク性能品質を
強化しています。

2G、3G、4G無線機が設置された既存の
サイトを、2G～5Gのモバイル規格をサポー
トする新世代のマルチスタンダード、マルチ
セクター、マルチバンド無線機で最新化する
ことにより、さまざまな改善が実現されまし
た。同じネットワークカバレッジと性能要件
の下で、最新化されたサイトは、5Gに対応
可能であると同時に、運用コストと機器設
置面積両方の削減を実現します。初期展開
では、パイロットサイトにおいて以前に展開
された無線機と比較して、エネルギー消費
量が最大 52% 削減されました。エネルギー
消費量の削減は、四つのLTEキャリアで構
成された重点サイトの場合、サイトあたり年
間7.6トンのCO2排出量に相当します。

ネットワークを最新化する際に製品寿命
に達した機器をリサイクルすることも、電子
廃棄物による潜在的な環境への影響を軽
減するための重要な手段と見なされていま
す。

e&は、環境に優しいICT産業と気候変動
緩和の取り組みに貢献するというコミット
メントの一環として、事業全体でCO2排出
量の削減に引き続き取り組んでいきます。

最新化されたサイト機器は、以前に展開さ
れた無線機と比較して、すでに52%のエネ
ルギー消費削減をもたらす

52%

3 �出典: Ericsson Mobility Visualizer

デジタルトランス	
フォーメーションと	
イノベーション

責任あるビジネス慣行

•	 経済性
•	 コーポレート・ガバナンス
•	 腐敗防止と差別の禁止
•	 ビジネス継続性と企業リス
ク管理

•	 持続可能な調達慣行

•	 顧客のプライバシーと	
データセキュリティ

•	 顧客満足
•	 責任あるマーケティング
コミュニケーション

•	 デジタルイノベーション

•	 国有化
•	 人材の誘致、保持、
育成

•	 多様性と機会均等

•	 炭素排出量
•	 環境およびエネルギー
管理

•	 水と廃棄物の管理

•	 デジタルアクセスと
インクルージョン

•	 健康と安全
•	 社会的影響とCSR

人材活性化

環境管理

コミュニティをつなぐ

図24: e&の持続可能性の枠組み

初期導入では、1サイトあたり年間最大7.6
トンのCO2排出量を削減できることが証明
されている

7.6 トン
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性能と効率のバランス
モバイルネットワークのエネルギー消費
量の増加は、新しい無線技術による地理的
カバレッジの構築と密接に関連しています。
データトラフィックは、モバイルネットワーク
全体に均等に分散されているわけではあり
ません。通常は無線サイトの50 ～ 70% が、
総トラフィックの25%を伝送します。これら
の低負荷サイトは、多くの場合は過大規模、
つまり不必要に高いエネルギー消費を伴
う最適ではない容量使用率レベルで運用
されています。各トラフィック セグメントに
適切な無線機ハードウェアを使って正確
なディメンジョニングを行うことで、ネット
ワーク性能を維持しながらエネルギー消
費を削減できます。
最新世代の無線基地局は、前世代と比
較して、消費エネルギーを最大 50% 削減
できます。ネットワークを最新化すること
でフットプリントが小さくなり、重量も軽
減されます。容量と性能の向上はいずれ
も、ネットワーク全体でデータトラフィック
を伝送するためのエネルギー効率の向上
に貢献します。トラフィック量の少ない地
域でのネットワーク最新化は、エネルギー
節減のみを考慮した場合でも、短期間で
投資を回収できる可能性があります。

ネットワーク性能を維持してエネルギー消
費を削減
通信事業者にとって、エネルギーは通常
は3番目に大きいネットワーク関連の運用
経費です。さまざまなソフトウェア機能、送
信が不要なときに送信機を停止するマイク
ロスリープ 、トラフィックの少ない時間帯に
無線機を休止状態にするディープスリープ、
低エネルギースケジューラーなどにより、ネ
ットワークの性能を低下させることなく大
幅なエネルギーの節約を実現できます。こ
れらのエネルギー削減ソフトウェアソリュー
ションは、負荷の変動を利用し、最新の無線
機器の消費電力をトラフィックの多い時間
とトラフィックのない時間で最大 97% 変化
させることができます。データトラフィックの
増加と新サービスの導入に伴ってネットワ
ーク性能とエネルギー性能／効率の適切
なバランスを見つけることで、通信事業者
はエネルギー曲線の上昇を抑制できます。
そのためには、古い機器を最新の技術とハ
ードウェアに置き換えること、省エネソフト
ウェアを活用すること、予防保全技術の実
装などによるサイトインフラのインテリジェ
ントな運用を組み合わせる必要がありま
す。

図26: さまざまなトラフィック負荷で消費電力を最適化

フルトラフィック
消費電力100%

典型的な	
トラフィック
消費電力30～40%

•	 マイクロスリープTx
•	 ディープスリープ
•	 トラフィック認識型ネットワークサービス運用

ゼロトラフィック
時 
消費電力3～10% 

図25: 一般的なモバイルネットワークトラフィックの分布
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一部未使用の周波数帯あり（例: 3～4個の周波数帯域 ） 
エリアカバレッジのサポートに少ない帯域で展開
(例: 1～3個の周波数帯）

利用可能なすべての周波数帯を使用（例: 5～7個の周波数帯域） 
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協力と協業: フィンランドの次世
代公共安全ネットワーク構築

信頼性の高いモバイルブロードバンドの必
要性 
どんな緊急事態においても、緊急対応と
支援のカギを握るのは、迅速で信頼性が高
い安定した通信です。消防士、救急医療サー
ビス隊員、警察官などのファーストレスポン
ダーは、人命を救うために高速で安全な接
続を利用できなくてはなりません。

Erillisverkot Groupは、フィンランド政府が
所有する非営利団体です。1999年に設立さ
れ、TETRAベースの全国的な公共安全モバ
イルサービスであるVirveを運営し、所有して
います。Virveの最大のユーザーグループは、
消防および救急サービス、社会および医療
サービス、警察、国防軍、国境警備隊、税関、
鉄道事業者、緊急対応センター機関、その他
の行政機関や企業です。
音声、特にグループ通話は依然として
非常に重要ですが、公安機関は4Gと5G
のデータ、画像、動画を安全かつ迅速に
共有する機能などを提供できるモバイル
ソリューションに注目しています。Virveは

これらのデータサービスを音声と同じレ
ベルで提供できないため、エンドユーザー
である各組織は、その業務に商用のモバ
イルブロードバンド ネットワークを利用し
ています。フィンランドの商用ネットワーク
は確かに高品質のモバイルブロードバン
ドサービスを提供していますが、優先度、
カバレッジ、安定性に関して公共安全当
局の要件を満たしていません。

Virve 2: より安全なフィンランドの構築
Erillisverkot Group は、音声に加え、音声と
同じカバレッジと安定性を要求されれるデ
ータサービスを提供するために、厳選された
パートナーと共に、次世代PPDRネットワー
クの取り組みを開始しました。これは Virve2
と呼ばれ、この10年間においてフィンランド
で最も重要な政府のICTプロジェクトの一
つです。

Virve2は、重要な国家インフラの日常の運
用継続性を保証することで、公安当局が現
在と将来のあらゆる状況でスムーズに利用
できるようにします。このプログラムは、現在
のすべてのVirveサービスを、次の10年の後
半に完全にVirve2に移行し、かつ移行完了
まで既存のサービスを並行して提供するこ
とを目指しています。

4G／5G技術をベースとするVirve2は、画
一的ではないすべての要件に対応し、コス
ト効率の向上、サービス提供の柔軟性とア
ジリティを向上させることが期待されてい
ます。Virve2はたとえばデータのみ、音声＋
データ、IoT接続など、複数の加入タイプを
サポートする必要があります。
標準的なスマートフォンから耐久性を強
化されたデバイスや車載デバイスにいたる
までデバイスの範囲も拡大し、サービスとと
もに継続的に進化します。ネットワークは段
階的に導入され、最初のデータのみのサー
ビスから優先グループ通話用の音声サービ
スおよびプッシュツートークへと移行し、最
終的には将来のイノベーションのためのプ
ラットフォームとなります。
画一的ではない要件が求められる事例と

して、たとえば警察署への出勤を要せずに
路上でほぼすべての業務を管理できるモバ
イル警察署が挙げられます。

モバイル警察署を実現するために、プロ
ジェクトは現在、ミッションクリティカルな
音声および狭帯域データ用にTETRAネッ
トワークを利用し、1週間あたり200万のグ
ループコールと7,000万のショートメッセー
ジによるデータサービスをサポートしてお
り、加えて車載コンピューターやプリンター
用のデータ通信に別の商用ネットワークを
活用しています。Virve2導入以降は、多くの
場合に単独の無線モデルがあらゆるニー
ズに対応するソリューションである現状と
は異なり、様々な加入とデバイスが必要に
なります。

危機的な状況では、社会を守るために、当局間の協力、効率的な組織、信頼性の
高いコミュニケーションが必要です。柔軟でミッションクリティカルなネットワー
クにより、Erillisverkot Group はブロードバンドネットワークを管理・制御、情報セ
キュリティを保証しデータの完全性を保護します。

主要な知見

•	 ファーストレスポンダーは音声に
依存していますが、これは4Gと5G 
を介したモバイルソリューションが
状況認識のための動画やデータ共
有、AR、ドローンを利用することで
進化しています。.
•	 音声と同じカバレッジと安定性
を提供するために、Erill isverkot 
Groupはパートナーと協力し、次
世代 PPDR（Public Protection and 
Disaster Relief ）ネットワーク の取
り組みとして Virve 2 を構築しまし
た。

•	 	フィンランドは緊急サービスと他の
行政当局者間の協力を奨励してお
り、Virve 2 を介した接続は、データ
共有、透明性、共通システムへのア
クセスを可能にする重要な要素で
す。

本記事は、通信とミッション制御の安
全性と社会的機能、および重要イン
フラのセキュリティ確保に責任を負う
組織にサービスを提供するフィンラン
ドの国営特別目的会社、 Erillisverkot 
Groupの協力を得て執筆されました。

特集記事
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3GPPテクノロジー上に構築
公安機関はこれらの要求を満たすため
に、4Gと5Gが提供する機能並びにデータ、
画像、動画の安全で迅速な共有など、効果
的な共有と協力のためのさまざまなアプ
リケーションを実現できる、モバイル3GPP
ベースのソリューションに注目しています。

Erillisverkot Groupは、セキュリティ、可用
性、安定性の要件を満たすための機能強化
を行った、商用モバイル3GPPテクノロジー
ベースのPPDRネットワークである Virve 2 
への進化を先導しています。
世界的に、今日の商用4G／5Gネットワ
ークの構築に使われている3GPP技術は、
公共安全ネットワークの運用者に多くの
利点をもたらします。 3GPP技術の利点に
はサプライチェーンにおけるオープンな
競争、商業投資の再利用、グローバル規
模の経済の活用が含まれ、オーダーメイ
ドのソリューションと比較してコスト効率
が向上します。

3GPP技術を中心として構築された既
存のエコシステムとのシームレスな統
合は、より高いデータ通信速度と低遅延
といった改善された新しいネットワーク
機能へのアクセス、組み込みのセキュリ
ティ、エコシステム内の広範なデバイス
の選択肢などの具体的な利点をもたら
します。P P D Rは、フィンランドの氷点下
の気温などの極端な気候条件で運用で
きる堅牢なデバイスや、現場でプッシュ
ツートークなどのアプリケーションの操
作を容易にする特殊な形状と機能を備
えた端末など、エコシステムに追加の要
求を課すことで、特定のニーズに対応す
るための業界の継続的な成長を推進し
ています。
地理的に十分な範囲をカバーする信頼
性の高いモバイルブロードバンドネットワ
ークは、大規模なインシデントに対処する
際に効果的な協力を行うための前提条
件です。商用展開されたネットワーク上で
新しいデータサービスを構築することに
は、サービス展開の迅速化、環境面やコス
ト効率などの面で利点があります。
現在のフィンランドにはすでに強力な

データネットワークがあり、新しいネット
ワークを構築するよりもはるかに迅速に
サービスを開始できるため、ネットワーク
の強化とカバレッジのニーズを満たす展
開といった追加要件にリソースを集中す
ることができます。
レガシーネットワークの撤廃による完全
な移行と、既存のインフラの使用率向上に
は、新しいオーバーレイネットワークと比較
して、コスト効率と環境面の両方で利点が
あります。

よって、公共安全のために有効な活動を制
限することがあってはなりません。パトロー
ルにおける位置情報の使用は、利用可能な
リソースとパトロール隊を特定のタスクに
割り当てる際に重要な役割を果たします。
もう一つの単純な法改正は、警察が発行す
るチケットの紙のサイズを変更することでし
た。これによりオートバイ隊員も、地元の警
察署へ出勤せずに現場ですべてのタスクを
処理できるリソースを持てるようになりまし
た。ただし法改正時にはプライバシー保護
と倫理への十分な配慮が常に重要です。

組織間の信頼
個人と組織間の良好なレベルの信頼関
係は、さまざまな組織が効果的に協力して
運用効率向上を達成するための前提条件
です。公安組織が明確な目的と簡素な構造
を伴って構築されている場合、組織間で信
頼を構築し、不必要な競争を回避できます。
北欧では伝統的に社会への信頼度が高い
ため、公安当局と個人間に容易に良好な協
力関係を築くことができます。

エコシステム全体の最新化の重要性
ミッションクリティカルなブロードバンド
技術は、効率的な公共安全通信に重要な
役割を果たします。しかしサービスの展開と
導入を成功させるには、これらのネットワー
クがサポートするように構築されているエ
コシステム全体を進化させ、調整する必要
があります。ネットワーク運用にかかわる法
律、組織間の信頼、共通のICTシステム、国
内のエコシステムにおける透明性のある協
力の発展により、運用の効率は高まります。

法的枠組み
フィンランドは地理的には大きな国です
が、人口はわずか 560 万人です。法律は、警
察、国境警備隊、税関が互いの仕事を行う
ことを可能にするなど、効率的な運用と当
事者間の協力を実現する上で重要な役割
を果たします。たとえば国境警備隊の一部
である沿岸警備隊は、バルト海上の水上交
通の規制を執行できます。同様に税関職員
は、ラップランドのような人口がまばらな地
域でドライバー、車両、スノーモービルにつ
いて同様の監視を実行できます。法律は、た
とえば位置情報の利用を制限するなどに
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共通のICTシステム
複数の組織（警察、国境警備隊、税関） 
が同じ業務を行う場合、管理システムと通
信システムが共通もしくは十分に統合さ
れ、情報が組織間で共有されているときに
最良の結果が得られます。フィンランドの
警察はこのモデルを採用しており、全国で
共通のリーダーシップと通信プロトコルを
備えた単一の組織として運営されていま
す。このモデルでは、国の他の地域へのリ
ソースの貸し出しが容易になります。最新
の 4G／5Gネットワークと統合されたIT シ
ステムは自動化されたプロセスと組み合
わされ、組織全体にまたがる効率的かつ効
果的な協力を可能にしています。

いる可能性を十分に活用できるのです。
ネットワークは、データサービスの提供と
既存サービスのVirve2への移行を優先的
に行い、情報セキュリティとデータの完全性
を保護する信頼性が高い安定した即時性
のある通信を確保します。しかし、これらの
機能が高度なネットワーク機能によってサ
ポートされれば、データ速度、低遅延、高精
度測位により、消防士のヘルメットへのAR
の搭載や、人口がまばらな地域で緊急事
態の明確な画像を生成するドローンのよう
な、新しい機会が開かれるはずです。

Virve2は、新しい未知のユースケースに
対応する革新的なプラットフォームを提供
します。この挑戦は始まったばかりです。

透明性のある協力
透明性のある協力で業務を支援できれ
ば、より緊密かつ効果的な協力が達成でき
ます。オフィスや駅に出向かなくても、外出
先ですぐに作業してタスクを解決できれば、
協力による最善の結果が得られます。

イノベーションのプラットフォーム
Erillisverkot Groupの事例で学んだ重要
な点は、新しいソリューションとサービスの
提供を成功裏に展開するためには、それが
運用されている環境全体のエコシステムに
対する配慮が十分になされていなければな
らないということです。すべてのコンポーネ
ントとパーツが揃って初めて、技術が秘めて
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企業はデジタル化によりネット
ゼロを達成できる

企業の意思決定者はICTを、非物質化、モバイル勤務、効率的か
つ再生可能で安定性を備えたエネルギー供給を通じ、ネットゼロ
に向けた道筋を支援するものと見なしています。

考えています。
（ここでいう「意思決定者」とは、経営
幹部を含む、企業の戦略に実質的な影響
力や最終決定権を持つ上位管理職を指
します。）調査対象の意思決定者の68%
が、2030年までに、変革への意欲が企業の
成功にとって最も重要になることに同意し
ています。
レポートでは「非物質化の先行企業」を、
非物質化の取り組みが最も進んでいると報
告した全ての調査対象企業のうち上位3分
の1と定義しています。図28に示すように、こ
れらの企業はよりアジャイルで合理化され、
環境的に持続可能であり、かつ財務面も強
固です。またクラウドサービスをより多く活
用しており、将来的にはより多くの遠隔勤務
が必要であると考えています。
したがって将来的にはクラウド、AI、モバ
イル技術を活用する非物質化された企業
の方が、適応できる可能が高いと予想され
ます。
意思決定者の約 10 人に 6 人が、それぞ
れの企業における非物質化の主要な貢献
は、物理的な製品ではなくソフトウェアや
サービスの販売、オンライントレーニング
コースやドキュメントを使うクラウドインフ
ラによることに同意しています。意思決定
者の半数近くが、生産性と収益性の向上
が非物質化の主な利点であることに同意
し、約40%が環境の持続可能性について
も同様だと述べています。これは企業と環
境の両方に利益をもたらすWin-Winの状
況と見なしてもいいでしょう。

ネットゼロへの旅
世界の温室効果ガス排出量を2030年ま

でに半減させ、遅くとも2050年までにネッ
トゼロを達成する必要があります。環境負
荷を低減するアプローチの一つは、物質の
使用量を減らすことです。

ICT業界はデジタル化を通じて、企業の
ネットゼロへの旅を助けることができま
す。ICTソリューションは、ICT業界やその他
の産業で、物理的な製品をデジタル製品や
サービスに置き換えることにより、物質の使
用の必要性を減らすことができる可能性が
あります。

企業の非物質化 
非物質化は、価値の向上と天然資源の
消費削減につながり、企業が「より少ない労
力でより多くを生み出す」ことを可能にしま
す。実際、非物質化に関するエリクソンのレ
ポート1によると、ICT分野の意思決定者は、
進化する顧客ニーズに適応できる非物質化
された企業が2030年までに標準になると

主要な知見

•	 デジタル化による脱物質化はネッ
トゼロ実現の主要なイネーブラー
の一つであり、ICT 業界は重要な貢
献を果たすでしょう。
•	 意思決定者はすでに収益性、生産
性、環境の持続可能性におけるデ
ジタル化と非物質化のメリットを認
識しています。

•	 しかしネットゼロへの道はまっすぐ
ではありません。持続可能性目標
へのコミットメントは、不確実な世
界で安定性を備えたシステムを構
築する必要性と両立させなければ
ならないからです。

1 Ericsson Consumer & IndustryLab, The dematerialization path to profitability and sustainability (Feb 2021).

図27: 企業研究の対象国
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モバイルワークプレイス
会社のオフィスでの作業が減ったことか

ら、企業は、使用デバイスやその所在地にか
かわらず、従業員がプロセスとツールにフ
ルにアクセスできるようにする必要があり
ます。企業のモバイル化が進むにつれて、セ
ルラーおよびクラウド技術はきわめて重要
な役割を果たすことになります。

ICT業界の意思決定者全体の10人中8人
が、自社だけでなく社会全体で、2030年ま
でにマルチクラウドソリューションを使うこ
とで大幅な省エネを達成できると予想して
います2。
意思決定者とホワイトカラーの従業員
は、より没入型のオンライン協業ツールと
会議ツールが今後必要になると認識してい
ます。実際に10社中6社以上の企業が5Gデ
バイスの利用を予測しており、それとほぼ
同数が、2030 年までに AR および VR デバ

イスの導入を期待しています。調査対象の
企業の意思決定者の 80%以上が、すでによ
り柔軟な遠隔勤務を可能にする技術に投
資しています。ここでは5Gなどのセルラー
接続が重要なイネーブラーと見なされてい
ます。

再生可能で安定性を備えたエネルギー供
給を可能にする接続と自動化
非物質化の増加に加えて、より再生可能
なエネルギーとクラウドアーキテクチャーな
どのエネルギー効率の高いソリューション
への切り替えが、ネットゼロ企業への旅を
支援します。現在、調査対象企業の半数以
上が、太陽光パネルの設置など、すでに電
力需要のほとんどに再生可能エネルギーを
利用しています。

2030年までにはほぼ4社中3社がそのよ
うになると想定され、再生可能エネルギー

を全く使わないと考えているのはわずか2%
です。
世界の不安定化とエネルギー価格の上
昇に対応して、企業は独自の太陽エネル
ギーや風力エネルギーベースの再生可能
エネルギー生産施設に投資しています。意
思決定者の半数以上が、投資を再生可能
エネルギーにシフトすることで、価格ショッ
クやエネルギー供給の混乱に対する企業
の安定性が高まる可能性があると述べて
います。さらに意思決定者の76%は、多く
の企業がエネルギーに大きく依存してお
り、電力もICTの中核的なイネーブラーで
あることから、安定性のある電力とエネル
ギー供給が不可欠であることに同意して
います。
再生可能エネルギーへの移行には固有
の課題と障壁があり、意思決定者の4人に1
人は、これらの経済的障壁が大きすぎると
予想しています。意思決定者の5人に1人が
言及した他の障壁は、必要な技術の欠如、
及びインセンティブと税制優遇措置の欠如
です。
この方向に進むとすれば、過剰エネル
ギーを処理する戦略を立てることが重要
です。エリクソンのレポート「Bringing 5G 
to power」が示すように、今日の電力網
は、将来のエネルギー供給の不安定化が
もたらす課題に対処するために進化する
必要があります3。接続性と自動化により、
より高い信頼性と電力網の保護が向上
し、高い潜在的価値が解き放たれます。し
たがってセルラー通信は、再生可能エネ
ルギー源への移行をサポートし、不安定
なエネルギーシステムのバランスをとる
ための重要なイネーブラーといえるでしょ
う。

図29: 2030年までに自社の運営に再生可能エネルギーを使うことに関する意思決定
者の期待

2 Ericsson Consumer & IndustryLab, The dematerialization path to profitability and sustainability (Feb 2021).
3 Ericsson Consumer & IndustryLab, Bringing 5G to power (March 2020).
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https://www.ericsson.com/en/reports-and-papers/industrylab/reports/future-of-enterprises-dematerialization-path-to-profitability-and-sustainability
https://www.ericsson.com/en/reports-and-papers/industrylab/reports/bringing-5g-to-power
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持続可能性と安定性の調和を実現する投資
企業はネットゼロの未来に向けて長い道
のりを歩んでおり、持続可能性を達成するた
めにさまざまな戦略を講じる必要がありま
す。エリクソンの「Time to rethink resilience」
レポートによると、企業は破壊的なイベント
が今後より頻繁に発生し深刻化すると予想
しています4。企業の懸念には、パンデミック、
軍事紛争、エネルギー危機などの出来事が
含まれており、この予想に合意する意思決定
者は合意しない意思決定者の4倍に達して
います。そのため企業は将来の出来事に対
してより準備を整え、安定性を高めることを
余儀なくされています。
持続可能性向上という企業目標は、特に
危機の際には、レジリエンスを向上させる必
要性も高まるため、反対に直面する可能性
があります。

エリクソンの安定性レポートは、破壊
的な出来事への遭遇が増えると、企業
は慣れ親しんだ冗長でリソース集約型
のソリューションを選好するようになる
傾向を示しています。これはエネルギー
消費の削減と天然資源の枯渇回避とい
う持続可能性目標とは相容れません。そ
のため効率化を目指す取り組みは、企
業が冗長性のあるソリューションを構築
する必要性によって影響を受ける可能
性があります。冗長性、エネルギー使用
量、天然資源の使用増加という悪循環
を断ち切るには、デジタル化による非物
質化にさらにフォーカスし、社会全体が
持続可能性目標と調和しつつ達成でき
る安定性に長期的に注力する必要があ
ります。
「Time to rethink resilience」レポートの

調査対象企業のほぼ半数は、常に効率性
と冗長性の両方を考慮し、破壊的な出来事
への対応と長期的な持続可能性の間の最
適なトレードオフを見つけようとしていま
す。つまり企業が短期目標と長期目標の両
方を立てることが重要なのです。デジタル
化への投資と、効率性と冗長性の間の意識
的な優先順位付けは、企業が安定性と持
続可能性を向上させるうえで役立つ戦略の
例です。
デジタル化による非物質化がネットゼロ
への取り組みのみならず、企業のコスト削
減と収益性の向上にも貢献することは明ら
かです。この文脈においてICTの役割は否
定できませんが、この変革がエクスポーネ
ンシャルロードマップに沿って起こるかどう
かは明らかではありません5。

4 Ericsson Consumer & IndustryLab, Future of Enterprises #3 – Time to rethink resilience. 
5 Exponential Roadmap, exponentialroadmap.org (January 2020).

https://www.ericsson.com/en/reports-and-papers/industrylab/reports/future-of-enterprises-time-to-rethink-resilience
https://exponentialroadmap.org/
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予測方法 
エリクソンは、自社の方針決定および計
画立案、市場への情報発信の目的で、定期
的に予測を行っています。モビリティレポー
トで予測されているのは今後6年間で、毎
年11月にレポートが公開されるごとに、1
年先の期間までが含められます。加入契約
数およびトラフィック予測のベースライン
は、顧客ネットワーク内での測定結果を含
む、エリクソン社内のデータで裏付けられ
た各種のソースの過去のデータに基づい
ています。将来の展開は、マクロ経済の動
向、ユーザーの動向、 市場の成熟度、技術
的な進歩に基づいて推定されます。その他
のソースとして、業界アナリストのレポート
や、社内での推定と分析が使用されます。
基礎的なデータが変更された場合、過去の
データは改定される場合があります。たと
えば、通信事業者のレポートで加入契約数
が更新された場合などです。

モバイル加入契約数
モバイル加入契約数には、すべてのモバ
イル通信技術が含まれます。加入契約は、
携帯電話端末とネットワークが対応可能
な最も高度な技術によるものによって定
義されています。技術ごとのモバイル加入
契約数に関する調査結果では、加入契約
が、使用可能なうち最も高度で有効な技術
に従って分類されています。LTE（4G）加入
契約にはほとんどの場合、3G（WCDMA／ 
HSPA）および2G（GSM、または一部の市
場ではCDMA）ネットワークにアクセスす
る加入契約が含まれる可能性もありま
す。3GPP Release15 に規定されたNRをサ
ポートし、5G対応ネットワークに接続され
ているデバイスに関するものが、5G加入契
約数とカウントされています。モバイルブ
ロードバンドには、HSPA（3G）、LTE（4G）、	
5G、CDMA2000 EV-DO、TD-SCDMA、モバ
イル WiMAXなどの無線アクセス技術が含
まれています。HSPAなしの WCDMAおよび
GPRS／EDGEは含まれていません。

FWAとは、モバイルネットワーク対応の
顧客端末（CPE）を通してブロードバンドア
クセスを提供する接続と定義されていま 
す。これには屋内（デスクトップおよび窓据
え付け型）と屋外（屋上および壁面据え付
け型）の両方のCPEが含まれますが、携帯
型の充電式Wi-Fiルーターやドングルは含
まれません。

数値の端数処理
数値は端数処理を行っているので、数値 

データの総計が実際の総計とわずかに異
なることがあります。主要な数値表では、加 
入契約数は10万単位に四捨五入されてい
ます。ただし、記事のハイライトで使用する
場合は通常、加入契約数を10億単位、また
は小数第1位まで表記します。CAGRは基礎
となる端数処理前の数値から計算され、そ
の後で1%単位の数値に四捨五入されます。
トラフィック量は、有効数字2桁で表現され
ます。

加入者
加入契約数と加入者数の間には、大きな
差があります。これは、多くの加入者は 複
数の加入契約を結んでいるためです。理 由
として、通話の種類ごとに最適な加入契約
数を使用してトラフィックのコストを削減
する、カバレッジを最大化する、モバイル
PC／タブレットと携帯電話に別の加入契
約数を使用する、などが考えられます。さら
に、非アクティブな加入契約が通信事業者
のデータベースから削除されるまでには
時間を要します。結果として、加入契約の普
及率は100%を超える可能性があり、今日
の多くの国では実際に100%を超えていま
す。しかし、一部の発展途上地域では、複数
のユーザーで一つの加入契約数を共有、た
とえば家族やコミュニティで電話を共有し
ていることが普通となっています。

モバイルネットワークトラフィック
エリクソンは、世界の主要な地域すべて 

をカバーする、100 を超える稼働中のネット 
ワークにおいて、定期的にトラフィック測定 
を実施しています。これらの測定結果から、
全世界の合計モバイルトラフィックを計算 
するための代表的な基礎が得られます。モ
バイルネットワークデータトラフィックには
FWAサービスによって発生するトラフィック
も含みます。モバイルデータトラフィックが
どのように進化するかを把握するため、一
部の商用ネットワークにおいては、より詳細
な測定を行っています。これらの測定結果
には、加入者のデータは含まれません。世
界および地域別のエリクソン・モビリティ・
レポートのデータ・トラフィック予測は、すべ
てのネットワークにおける1ヶ月間の推定ト
ラフィック量を表しています。トラフィックの
多い地域のトラフィック（スループット）は、
平均的なトラフィックよりもはるかに高くな
ります。

人口カバレッジ
人口カバレッジの推定には、各地域の人 
口データベースと、人口密度に基づいた地 
理的な分布が使用されます。その後で、設
置ベース の RBS（Radio Base Station：無線
基地局）上の独自データに、六つの人口密
度の各カテゴリー（都市から人の住まない 
場所まで）の RBS ごとの推定カバレッジを 
加えてまとめます。このデータに基づき、あ
る特定の無線技術でカバーされる各エリア 
の割合を、そのエリアが占める人口比率と
ともに推定できます。こうした地域データを 
集計することにより、無線技術ごとの世界 
の人口カバレッジを算出できます。

免責事項
本文書の内容は、いくつかの理論に依存 

し、仮定に基づいています。エリクソンは、
本文書に記載されている声明、表明、約束、
あるいは不記載に関して何ら責任を負うも 
のではありません。さらに、エリクソンはい 
つでも、独自の裁量で本文書の内容を変更 
することができ、そのような変更の結果につ
いて何ら責任を負うものではありません。

調査方法

予測方法 モバイル加入契約数 加入者 人口カバレッジ数値の端数処理 モバイルデータトラフィック

エリクソンモビリティビジュアライザー 
エリクソンの新しいインタラクティブなウェブアプリケーション で、モビリ
ティレポートの実績データと予測データをご活用ください。モバイル加
入契約、モバイルブロードバンドの加入契約、モバイ ルデータトラフィッ
ク、アプリケーションの種類別トラフィック、VoLTE 統計、デバイスごとの
月間データ使用量、IoTコネクティッドデバイスの予測など、幅広いデー
タタイプを網羅しています。出典元としてエリクソンの名前を明示すれ
ば、データの外部利用や、図の出版物への流用を行うことができます。

詳細情報 
QRコードをスキャンするか 
www.ericsson.com/mobility-report
をご覧ください。

調査方法と用語



37 エリクソンモビリティレポート | 2022年11月

用語

2CC: Two component carrier

2G: 2nd generation mobile networks 
(GSM, CDMA 1x)

3CC: Three component carrier

3G: 3rd generation mobile networks 
(WCDMA/HSPA, TD-SCDMA, CDMA  
EV-DO, Mobile WiMAX)

3GPP: 3rd Generation Partnership Project

4CC: Four component carrier

4G: 4th generation mobile networks  
(LTE, LTE-A)

4K: In video, a horizontal display 
resolution of approximately 4,000 pixels.  
A resolution of 3840 × 2160 (4K UHD) is 
used in television and consumer media.  
In the movie projection industry, 
4096 × 2160 (DCI 4K) is dominant

5G: 5th generation mobile networks  
(IMT-2020)

AI: Artificial intelligence

AR: Augmented reality. An interactive 
experience of a real-world environment 
whereby the objects that reside in the  
real world are “augmented” by  
computer-generated information

ARPU: Average revenue per user

CAGR: Compound annual growth rate

Cat-M1: A 3GPP standardized low-power 
wide-area (LPWA) cellular technology  
for IoT connectivity

CDMA: Code-division multiple access

dB: In radio transmission, a decibel is a 
logarithmic unit that can be used to sum 
up total signal gains or losses from a 
transmitter to a receiver

EB: Exabyte, 1018 bytes

EN-DC: EUTRA-NR Dual connectivity

FDD: Frequency division duplex 

FWA: Fixed wireless access

GB: Gigabyte, 109 bytes

Gbps: Gigabits per second

GHz: Gigahertz, 109 hertz  
(unit of frequency)

GSA: Global mobile Suppliers Association 

GSM: Global System for  
Mobile Communications

GSMA: GSM Association

HSPA: High speed packet access

Kbps: Kilobits per second

LTE: Long-Term Evolution 

MB: Megabyte, 106 bytes 

Mbps: Megabits per second

MHz: Megahertz, 106 hertz  
(unit of frequency)

MIMO: Multiple Input Multiple Output 
is the use of multiple transmitters and 
receivers (multiple antennas) on wireless 
devices for improved performance

mmWave: Millimeter waves are radio 
frequency waves in the extremely high 
frequency range (30–300GHz) with 
wavelengths between 10mm and 1mm.  
In a 5G context, millimeter waves refer  
to frequencies between 24 and 71GHz  
(the two frequency ranges 26GHz and 
28GHz are included in millimeter range  
by convention)

Mobile broadband: Mobile data service 
using radio access technologies including 
5G, LTE, HSPA, CDMA2000 EV-DO,  
Mobile WiMAX and TD-SCDMA

Mobile PC: Defined as laptop or desktop  
PC devices with built-in cellular modem  
or external USB dongle 

Mobile router: A device with a cellular 
network connection to the internet and  
Wi-Fi or Ethernet connection to one or 
several clients (such as PCs or tablets

MOCN: Multi-operator core network

MORAN: Multi-operator Radio  
Access Network

MR: Mixed reality. Immersive technology 
in which elements from both the real 
world and a virtual environment are fully 
interactive with each other

NB-IoT: A 3GPP standardized low-power 
wide-area (LPWA) cellular technology for 
IoT connectivity 

Net Zero: Defined in ITU standards as a 
future state where all emissions that can 
be reduced are reduced, with like-for-like 
or permanent removals applied by  
carbon-removal technologies to balance 
the remaining emissions

NR: New Radio as defined  
by 3GPP Release 15

NR-DC: NR-NR Dual connectivity

NSA 5G: Non-standalone 5G is a 5G Radio 
Access Network (RAN) that operates on a 
legacy 4G/LTE core

PB: Petabyte, 1015 bytes

SA: Standalone

Short-range IoT: Segment that largely 
consists of devices connected by 
unlicensed radio technologies, with  
a typical range of up to 100 meters,  
such as Wi-Fi, Bluetooth and Zigbee

Sunsetting: The process of closing down 
older mobile technologies

TD-SCDMA: Time division-synchronous 
code-division multiple access

TDD: Time division duplex

VoIP: Voice over IP (Internet Protocol)

VoLTE: Voice over LTE as defined by  
GSMA IR.92 specification 

VR: Virtual reality

WCDMA: Wideband code-division  
multiple access

Wide-area IoT: Segment made up  
of devices using cellular connections  
or unlicensed low-power technologies  
like Sigfox and LoRa

XR: Extended reality. An umbrella category 
for virtual or combined real/virtual 
environments, which includes AR,  
VR and MR

調査方法と用語
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主要データ

モバイル加入契約数 2021 2022
予測値 
2028

CAGR*  
2022～2028 単位

全世界のモバイル加入契約数 8,210 8,390 9,230 2% 100万
• �スマートフォン加入契約数 6,260 6,600 7,790 3% 100万
• �モバイルPC、タブレット、モバイルルーター
の加入契約数 390 410 680 9% 100万

• �モバイルブロードバンドの加入契約数 6,780 7,120 8,590 3% 100万
• �モバイル加入契約数、GSM／EDGEのみ 1,290 1,130 470 -14% 100万
• �モバイル加入契約数、WCDMA／HSPA 1,320 1,040 180 -25% 100万
• �モバイル加入契約数、LTE 5,030 5,160 3,580 -6% 100万
• �モバイル加入契約数、5G 548 1,050 4,970 30% 100万
• �固定無線アクセス接続 88 107 300 19% 100万
固定ブロードバンド接続 1,360 1,450 1,800 4% 100万
モバイルデータトラフィック
• スマートフォン1台ごとのデータトラフィック 12 15 46 21% GB／月
• �モバイルPC 1台ごとのデータトラフィック 17 20 31 7% GB／月
• �タブレット1台ごとのデータトラフィック 9.6 11 27 16% GB／月
データトラフィック合計**
モバイルデータトラフィック 68 90 324 24% EB／月
• �スマートフォン 65 87 314 24% EB／月
• モバイルPCおよびルーター 0.6 0.9 3.1 23% EB／月
• �タブレット 2.2 2.5 6.7 18% EB／月
固定無線アクセス 17 25 128 32% EB／月
モバイルネットワークトラフィックの合計 85 115 452 26% EB／月
固定データトラフィックの合計 220 270 600 14% EB／月

世界の主要データ

モバイル加入契約数 2021 2022
予測値 
2028

CAGR*  
2022～2028 単位

北米 390 400 460 2% 100万
中南米 690 710 790 2% 100万
西欧 540 550 560 0% 100万
中欧および東欧 570 570 570 0% 100万
北東アジア 2,120 2,170 2,300 1% 100万
中国1 1,660 1,700 1,750 1% 100万
東南アジアおよびオセアニア 1,150 1,170 1,290 2% 100万
インド、ネパール、ブータン 1,140 1,160 1,290 2% 100万
中東および北アフリカ 750 760 880 2% 100万
湾岸協力会議（GCC）2 76 77 83 1% 100万
サハラ以南のアフリカ 850 890 1,100 4% 100万

地域の主要データ

スマートフォン加入契約数 2021 2022
予測値  
2028

CAGR*  
2022～2028 単位

北米 310 320 330 1% 100万
中南米 540 570 670 3% 100万
西欧 430 440 440 0% 100万
中欧および東欧 410 420 430 0% 100万
北東アジア 1,920 1,990 2,160 1% 100万
中国1 1,520 1,570 1,660 1% 100万
東南アジアおよびオセアニア 860 910 1,120 3% 100万
インド、ネパール、ブータン 800 890 1,210 5% 100万
中東および北アフリカ 630 680 760 2% 100万

GCC2 63 65 73 2% 100万
サハラ以南のアフリカ 350 380 710 11% 100万

主要データ
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地域の主要データ

スマートフォン1台ごとのデータトラフィック 2021 2022
予測値 
2028

CAGR*  
2022～2028 単位

北米 14 17 55 21% GB／月
中南米 7.7 10.5 41 25% GB／月
西欧 15 19 52 18% GB／月
中欧および東欧 9.9 13 35 18% GB／月
北東アジア 14 17 55 21% GB／月
中国1 15 18 47 18% GB／月
東南アジアおよびオセアニア 9.1 12.5 54 28% GB／月
インド、ネパール、ブータン 20 25 54 14% GB／月
中東および北アフリカ 7.8 11 38 24% GB／月

GCC2 22 25 53 13% GB／月
サハラ以南のアフリカ 3.3 4.6 18 26% GB／月

モバイルデータトラフィック 2021 2022
予測値 
2028

CAGR*  
2022～2028 単位

北米 4.8 6.0 21 23% EB／月
中南米 3.7 5.3 24 28% EB／月
西欧 6.1 7.8 22 19% EB／月
中欧および東欧 3.3 4.3 12 18% EB／月
北東アジア 23 30 100 22% EB／月
中国1 20 26 88 23% EB／月
東南アジアおよびオセアニア 7.3 11 55 32% EB／月
インド、ネパール、ブータン 14 18 53 19% EB／月
中東および北アフリカ 4.5 6.4 26 27% EB／月

GCC2 1.1 1.3 3.0 15% EB／月
サハラ以南のアフリカ 1.0 1.6 11 39% EB／月

5Gの加入契約数 2021 2022
予測値 
2028

CAGR*  
2022～2028 単位

北米 79 141 420 20% 100万
中南米 5 19 400 N/A 100万
西欧 32 63 490 41% 100万
中欧および東欧 1 4 240 N/A 100万
北東アジア 408 728 1,710 15% 100万
中国1 357 644 1,400 14% 100万
東南アジアおよびオセアニア 10 29 620 N/A 100万
インド、ネパール、ブータン 0 31 690 N/A 100万
中東および北アフリカ 10 24 270 N/A 100万

GCC2 6 15 71 30% 100万
サハラ以南のアフリカ 3 7 150 N/A 100万

LTEの加入契約数 2021 2022
予測値 
2028

CAGR*  
2022～2028 単位

北米 290 250 40 -26% 100万
中南米 460 520 290 -9% 100万
西欧 450 450 70 -27% 100万
中欧および東欧 360 420 320 -5% 100万
北東アジア 1,590 1,350 560 -14% 100万
中国1 1,210 980 390 -14% 100万
東南アジアおよびオセアニア 560 650 590 -2% 100万
インド、ネパール、ブータン 780 840 570 -6% 100万
中東および北アフリカ 360 430 550 4% 100万

GCC2 61 55 8 -28% 100万
サハラ以南のアフリカ 181 260 600 15% 100万

*	 CAGRは、四捨五入しない数値で算出しています。 
** 	�数値は端数処理（調査方法を参照）を行っているので、数値データの総計が実際の総計とわずかに異なることがあります。

1 これらの数値は、北東アジアの数値にも含まれています。
2 これらの数値は、中東および北アフリカの数値にも含まれています。

主要データ
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